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1．はじめに

　鉄道の安全対策として，万一の衝突事故時に乗客や乗
務員の被害を軽減する車体構造は重要である。衝突事故
時の安全性に優れた車体構造を設計する場合，実車によ
る衝突試験を繰り返し実施することは現実的ではない。
そのため，数値解析による衝突安全性評価が有効である
が，その解析精度を確保することが重要となる。
　鉄道の衝突安全性に関する多くの研究が欧州や米国で
なされている。例えば，実物大の衝突試験や数値解析が
行われ，それらの比較がなされている。また，我が国に
おいても，衝突試験と数値解析を実施した例として，2
両編成の車両を線路上で走行させ，剛体とみなせる車両
（停車）に 8.3m/sで衝突させる条件1），縮小した先頭車
の先頭部部分車体を走行台車に取付けて走行させ，剛体
壁に 12.5m/sで衝突させる条件2），先頭車両一両を線路
上で走行させ，剛体壁に 7.5m/sで衝突させる条件3），中
間車を線路上で走行させ，剛体壁に 11.9m/sで衝突させ
る条件4）などの報告がある。しかしながら，日本の設計
基準で作られた実物大の先頭車車体構体を用いた衝突試
験の実施例はほとんどなく，ましてや実際の自動車との
衝突試験は皆無に等しい。そのため，衝突事故における
車両の損傷に関する基礎的なデータすら十分に得られて
いないのが現状である。
　我が国において，車両の衝突安全性に関する設計基準
はないが，欧州では衝突シナリオや衝突安全性評価手法

などが規定されている5）。衝突安全性の確認は 3段階で
実施することとなっており，第 1段階で車両の衝撃吸収
部（大変形部分）の実物大部分構造を対象に試験を実施
し，第 2段階で試験に相当する数値解析を実施して部分
構造の解析モデルのキャリブレーションを行い，第 3段
階では，第 2段階で解析精度を確保したモデルを拡張し
て列車モデルとして，衝突シナリオに基づいた数値解析
を実施する手順となっている。この手順に基づいた車両
の衝突安全性評価結果に関する報告があるが6）～9），第 1
段階の衝突試験はいずれも剛体壁への衝突であり，これ
は試験の容易さから広く採用されていると考えられる。
しかしながら，第 3段階で実施される衝突シナリオには，
踏切事故を想定したタンクローリーを模した 15トンの
変形物との衝突条件があるが，剛体壁との衝突とは列車
の変形モードが異なるため，第 2段階での剛体壁との衝
突試験による解析精度確保では十分ではない可能性が考
えられる。一方で，欧州基準が ISOなどの国際規格化
される動きがあるため，我が国における車両の衝突安全
性に関する設計基準を検討し，統一的な見解を準備する
ことは極めて重要であり，前述の第 3段階での衝突安全
性の確認方法の検証が求められる。特に衝突シナリオに
ついて，筆者らは，我が国で過去に発生した主要な踏切
事故の統計的調査を実施し，衝突速度と衝突対象物を整
理したが，衝突対象物はトラック，トレーラーおよびダ
ンプトラックが 70%を占めており10），欧州基準で想定
されるタンクローリーとの衝突はまれであることから，
我が国の実情に即した踏切事故シナリオが求められる。
　筆者らは，列車衝突事故時の先頭車の衝撃挙動を把握
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することを目的として，ステンレス鋼製先頭車両の実物
大の部分車体構体を用いて，剛体壁に衝突させる衝突試
験を実施するとともに，衝突試験を模擬した FE解析を
実施し，試験結果と解析結果を比較検証して解析モデル
の精度を向上した。また，大型ダンプトラックとの衝突
についても，同様の試験・解析を実施した11）。
　本報では，上記文献 11の後半部分である大型ダンプ
トラックとの衝突について一部加筆・修正の上，紹介す
る。また，前半部分である剛体壁との衝突については，
便宜上，先行研究と呼ぶ。まず先行研究と同じ構造の実
物大部分車体構体を用いて，大型ダンプトラックに衝突
させ，我が国の実情に即した踏切事故シナリオによる衝
突試験を実施した。これにより，車体構体，ダンプトラッ
ク双方の衝撃変形破壊挙動および衝撃荷重や衝撃減速度
の時刻歴などの基礎的なデータを取得した。次に，欧州
基準で規定された 3段階での衝突安全性の確認方法が，
日本の実情に即した条件でも適用可能であることを確認
するために，先行研究で構築した車体モデルを用いて，
大型ダンプトラックとの衝突試験を模擬した FE解析を
実施し，試験結果と解析結果を比較検証した。さらに，
部分列車車体モデルを拡張して 1両の車両モデルとし，
大型ダンプトラックとの衝突解析を実施し，実事故時の
車体の衝撃変形破壊挙動および衝撃荷重や衝撃減速度の
時刻歴などを推定した。

2．車体構体と大型ダンプトラックの衝突試験

2. 1　衝突試験条件および計測系
　衝突試験には，1980年代以降に量産された標準的な
ステンレス鋼製先頭車両の廃車を用いた。具体的には，
図 1に示すように車体構体をまくらばり後端で切断し，
切断面に補強板を取付けて試験体を製作し，走行台車に
ロードセルを介して取付けた。試験体の外形は長さ約
3.2m×幅約 3m×高さ約 3mで，走行台車を含めた総
質量は約 10.2トンである。ロードセルは，試験体の四

隅と中はり断面位置 2カ所の合計 6カ所に設置した。
この試験体付き走行台車を，過去に発生した踏切重大事
故の平均衝突速度 15m/s12）で，静止した大型ダンプト
ラックの左側面に衝突させた（図 1）。ダンプトラック
の総質量は約 22トンであり，荷台に約 10.1トンの土嚢
を積載した。図 2に示すように，ダンプトラックと試験
体のなす角は 90度に設定し，ダンプトラック荷台内寸
の中央と試験体中心を一致させた。試験体の台枠底面の
地上からの高さは 610mm程度で，実際の高さ（図面寸
法 1002mm）より 390mm程度低い。これは，試験体付
き走行台車を安全に高速走行させるため，重心を下げる
必要があったためである。
　計測系は，前述の走行台車に 6個の前後方向ロードセ
ル，図 3に示すまくらばり直上床面に 4点の前後方向
加速度センサ（A-1の予備 A-1ʼ を含む）およびダンプ
トラックと最初に接触すると想定される貫通路柱前方に
テープスイッチ（接触センサ）を設置し，走行台車上に
設置したデータロガーによりサンプリング時間 0.1ms
で記録した。なお，試験体の進行方向を前後方向と定義
する。また，地上側に設置したレーザ式速度計により，
衝突直前の試験体付き走行台車の速度を計測し，高速度
カメラにより，試験体の両側面および上方から見た衝突
挙動をサンプリング時間 1msで記録した。なお，テー
プスイッチから信号が出力された時刻，すなわち試験体
とダンプトラックが接触開始した時刻を t＝0とした。
　得られた計測データについて，6個のロードセル各々
の軸圧縮方向荷重値の和を求め，自動車業界で広く使用
される CFC1000フィルタ処理13）を実施して圧縮荷重 P

を算出した。また，各加速度センサから得られる加速度
aは，50Hzローパスフィルタ処理（位相遅れなし）を
実施した。高速度カメラで撮影した動画から，図 1に示
す台枠後端近傍の基準ターゲットマーク（左右側面の合
計 2カ所）の座標の時刻歴を抽出した後，進行方向への
移動量を算出して CFC60フィルタ処理13）を実施し，こ
れらの平均値を微分して試験体の速度 vとした。なお，

図1　試験体（実物大部分先頭構体）とダンプトラック
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荷重および加速度は試験体を基準とした前後方向，速度
は地上を基準とした前後方向が検討対象である。

2. 2　ダンプトラックとの衝突試験結果
　レーザ式速度計で計測した衝突直前の走行台車の速度

は 15.08m/sであった。衝突試験における高速度カメラ
の映像を図 4に，最終的な試験体およびダンプトラック
の変形状況を図 5および図 6に，試験体の圧縮荷重 P

および速度 v，加速度 aの時刻歴を図 7，図 8にそれぞ

図4　衝突試験時の高速度カメラ映像

図2　試験体とダンプトラックの水平方向位置関係 図3　試験体の加速度センサ位置

図5　試験体の変形状況 図6　ダンプトラックの変形状況
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れ示す。図 8において，負の値は減速度を示す。
　図 4に示すように，本衝突試験は，試験体において比
較的強度の高い台枠よりもダンプトラックの荷台が上方
に位置する乗り上がり条件での衝突である。貫通路柱や
隅柱などの妻面（前面）中央部が荷台と衝突することに
より，妻面は曲げ変形，台枠は前方が上方に持ち上げら
れる様に曲げ変形し，側外板や床波板などのスポット溶
接部が破断して，最終的には図 5に示す形状となった。
また，2本の貫通路柱を上部で繋ぐ貫通路フレームの中
央部が前後方向に押し込まれた変形量は 514mmであっ
た。先行研究での結果と比較すると，剛体壁との衝突試
験では，試験体の主要な部材が圧壊され座屈する圧縮変
形挙動が主であったのに対し，ダンプトラックとの衝突
試験では，主要な部材の曲げ変形挙動が主であり，衝撃
変形破壊挙動が大きく異なった。なお，欧州基準で規定
されたタンクローリー形状を衝突対象とした場合でも，
タンク部が台枠よりも上方に位置するため，ダンプト
ラックとの衝突時と同様に，車体構体の主要な部材の曲
げ変形挙動が主になると考えられる。
　一方，ダンプトラックは上方から見て左回転する挙動
となり，図 6に示すように荷台において試験体が接触し
た範囲で局所的に変形が認められ，左後輪の 2輪のタイ
ヤホイールが損傷して破断した。ダンプトラックのタイ
ヤホイール上部が試験体の妻面下部の台枠高さ近傍に衝
突したために，タイヤホイールにせん断荷重が作用した
ことにより破断したと考えられる。また，図 6右に示す
ようにメインフレームとサブフレームの間にずれが生じ
ていた。これは，タイヤホイールからダンプトラック車
軸方向への入力荷重により，メインフレームが押し込ま
れたためと考えられる。
　図 7より，試験体に作用する圧縮荷重は，t＝17ms程
度まで急激に上昇し，t＝35ms時まで P＝1500kN程度を
維持し（最大荷重 1554kN），その後 t＝60ms時に P ＝
400kN程度まで急激に低下した後，t＝80～110ms間は

緩やかに低下し，t＝110ms以降は P＝130kN程度を維持
する結果となった。一方，試験体の速度は v＝15m/s程
度で衝突した後，t＝40ms程度までほぼ直線的に低下し
て v＝9m/s程度となった後，減速率が低下して，t＝
80ms時には v＝6.4m/sとなり，その後，さらに減速率が
低下して t＝200ms時には v＝3.6m/sとなった。この図よ
り，試験体速度の減速率が変化する点が，試験体に作用
する圧縮荷重が急激に低下する時刻とほぼ一致した。
　図 8より，試験体に作用する衝撃減速度は，A-1から
A-3までほぼ同様な波形となった。t＝30ms前後で最大
値 a＝190～220m/s2程度となり，その後 t＝50ms時で
極小値 a＝40～70m/s2程度まで低下した後，t＝64ms時
で極大値 a＝95～110m/s2程度まで上昇し，t＝85ms以
降は a＝17m/s2程度を維持する結果となった。

3．車体構体と大型ダンプトラックの衝突解析

3. 1　FE解析モデル
　図 9に本研究で用いた FE解析モデルを示す。試験体
および走行台車モデルは，先行研究で実施した剛体壁へ
の衝突試験結果との比較検証によって解析精度を確保し
たモデルである。主要な構造部材はシェル要素で，ロー
ドセルなど一部はソリッド要素で構築し，各部材間のス
ポット溶接部，アーク溶接部はリンク要素でモデル化し
た。節点数は約 65万点，要素数は約 61万個である。
車体に用いられる各種材料について，材料のひずみ速度
依存性を考慮するために，小型試験片を用いて，検力ブ
ロック式高速材料試験機などにより 1×10－4～8×102/s
までのひずみ速度で引張試験を実施し，得られた複数の
応力ひずみ曲線を再現するよう，FE解析モデルの材料
特性のパラメータ調整を実施した。さらに，スポット溶
接やアーク溶接の破断特性を考慮するために，準静的な
せん断および十字引張試験を実施することで得られた破
断特性を再現するよう，材料特性のパラメータ調整を実

図7　圧縮荷重と試験体速度の時刻歴 図8　試験体の加速度の時刻歴

鉃道総研報告　Vol.38,  No.11,  20244



施した。ダンプトラックの解析モデルは，主要な構造部
材は要素サイズ 50mmを標準としたシェル要素で構築
し，積荷（土嚢）など一部にソリッド要素を用いた。積
荷の要素サイズは 150mmを標準とした。節点数は約 11
万点，要素数は約 11万個である。
　解析には汎用の陽解法有限要素解析プログラム PAM-
CRASH（Ver 2016.0）を使用した。

3. 2　衝突試験を模擬した FE解析結果および考察
　2章で実施した衝突試験を模擬した FE解析を実施し
た。試験体およびダンプトラックの変形状況の解析結果
を図 10に示す。また，図 11（a）に試験体の圧縮荷重
Pおよび速度 vの時刻歴の解析結果を，図 11（b）に試
験体の A-1における加速度 aの時刻歴の解析結果を試
験結果とあわせて示す。図 4と図 10を比較すると，時
系列での試験体の変形状況やダンプトラックの挙動がほ
ぼ一致した。試験において，貫通路フレームの中央部が
前後方向に押し込まれた最終的な変形量は 514mmで
あったが，t＝300ms時での解析結果は 488mm（最終変
形量の 95%）であり，概ね一致していると考えられる。
　図 11（a）の解析結果（破線）と試験結果（実線）を

比較すると，圧縮荷重および試験体速度の時刻歴も良く
一致した。圧縮荷重の最大値は 1572kNであり，誤差は
1.2%であった。t＝90～140ms程度において比較的誤差
が大きく，解析による圧縮荷重 Pが試験結果よりも
100kN程度大きくなっており，これにより解析結果の
方が試験体速度がより低下したと考えられる。この領域
は，積荷（土嚢）の影響が大きいことがパラメータスタ
ディにより分かっており，土嚢を簡易的にソリッド要素
でモデル化したことが誤差の要因と考えられ，土嚢の詳
細なモデル化は今後の課題である。
　図 11（b）の解析結果（破線）と試験結果（実線）を
比較すると，A-1における減速度波形は，最大値を含む
t＝40ms程度までは良く一致したが，t＝40～80ms程度
における減速度の変動が再現できず，t＝80ms以降の定
常状態は概ね再現できた。全体的な傾向は概ね一致した
と考えられる。
　以上の変形挙動および各種波形履歴の比較検証結果か
ら，概ね試験結果を再現できることが確認された。この
ことから，衝突時における列車の大変形発生部を試験体
とし，剛体壁への衝突試験を実施して試験結果と比較検
証することで列車モデルの解析精度を担保すれば，列車

図9　試験体とダンプトラックの FE解析モデル

図10　衝突試験を模擬した解析結果（試験体とダンプトラックの変形挙動）
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とダンプトラックとの踏切事故解析のように変形モードが
異なる場合でも，良好な精度で各種変形破壊挙動を再現
できることが確認できた。したがって，欧州基準で規定
される 3段階での車両の衝突安全性の確認方法は，日本
の実情に合わせた場合でも有効であることが確認された。

3. 3　実際の試験体高さでの衝突挙動の推定
　2.1節で示した通り，衝突試験では安全への配慮のた
め，試験体の台枠底面の地上からの高さは 610mm程度
で，実際の高さ（図面寸法 1002mm）より 390mm程度
低い条件（以後，試験条件と呼ぶ）で試験を実施した。
試験体が実際の高さだった場合の衝突挙動を確認するた
めに，試験体高さを 390mm上昇させて実際の高さとし
た条件（以後，実高さ条件と呼ぶ）および実高さ条件に，
列車一両の条件を加えたより実際の車両に近い条件（以
後，実車条件と呼ぶ）で FE解析を実施した。実車条件
では，走行台車やロードセル等を削除して試験体モデル
のみを残し，まくらばり後端以降から車両後端までのモ
デル化していない部位をその重心位置に質量と慣性モー
メントを与えて試験体モデル後端に拘束し，台車も同様
な手法でモデル化することで列車一両モデルとした。列
車一両モデルの総質量は 30.6トンとし，台車相当位置

での前後方向の並進運動のみ許容し，それ以外の運動自
由度を拘束した。
　試験体およびダンプトラックの t＝200ms時での変形
状況について，実高さ条件および実車条件での解析結果
を，図 12（a）および図 12（b）にそれぞれ示す。図 10（d）
と比較すると，試験体の沈み込みおよびダンプトラック
の傾きが小さくなった。これは，試験条件では比較的強
度の高い台枠よりもダンプトラックの荷台が上方に位置
する乗り上がり条件での衝突であったのに対し，実高さ
条件では台枠の高さが相対的に高くなり，荷台の位置に
近づいて乗り上がり量が低下したためと考えられる。ま
た，列車質量が増加したことにより，図 12（a）と比較
して図 12（b）の方が試験体の変形量が大きくなった。
　図 13（a）に圧縮荷重 Pの時刻歴の解析結果を，試験
条件と実高さ条件を比較して示す。また，より実際に近
い実車条件ではロードセルを取り外しており圧縮荷重が
出力できないため，試験体とダンプトラックの接触荷重
の時刻歴を比較することとし，3条件での解析結果を図
13（b）に示す。また，3条件での試験体速度 vおよび
A-1位置における加速度 aの時刻歴の解析結果を図 13
（c），図 13（d）にそれぞれ示す。
　まず，衝突高さによる影響について検討するために，

図12　実高さ条件および実車条件での解析結果（変形挙動）

図11　試験結果と解析結果の比較
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試験条件と実高さ条件を比較する。図 13（a）より，実
高さ条件では試験条件と比較して，圧縮荷重は t＝45ms
程度までは小さくなり，t＝45～100msまでは大きくなっ
た。t＝25ms時に最大荷重 1374kN程度となり，試験条
件と比較して 198kN程度小さくなった。最大荷重となっ
た後，t＝120ms程度までほぼ直線的に荷重が減少し，
その後 P＝140kN前後を維持する結果となった。図 13
（c）より，試験体速度は t＝10～80ms程度までは実高
さ条件の方が高くなり，速度をより維持する結果となっ
た。また図 13（d）より減速度は，試験条件で最大値
195m/s2程度であったのに対し，実高さ条件では
160m/s2程度と小さくなり，全体の傾向は圧縮荷重と同
様となった。これらの結果の差異は，試験体がダンプト
ラックのタイヤホイールに衝突するか否かによる影響が
大きいと考えられる。すなわち，試験条件では試験体の
台枠近傍がタイヤホイールに衝突し，タイヤホイールを
介してダンプトラックの駆動装置などの重量物が台枠近
傍に荷重を負荷したのに対し，実高さ条件ではタイヤホ
イールとの接触はなく，ダンプトラックの荷台との接触
による荷重負荷が主であったためである。このため，試

験条件では図 6右に示すように，メインフレームが押し
込まれるようにサブフレームとの間にずれが生じたが，
実高さ条件ではサブフレームが押し込まれるようにずれ
が生じた。このように，実高さ条件ではダンプトラック
の荷台（上回り）との接触の後，遅れて駆動装置を含む
メインフレーム（下回り）の質量が影響を及ぼすのに対
し，試験条件では，上回りと下回りがほぼ同時に影響を
及ぼすために，上述の結果の差異が生じたと考えられる。
　次に，列車質量の影響を検討するため，実高さ条件と
実車条件を比較する。図 13（b）より，試験体とダンプ
トラックの接触荷重は，最大荷重値を含め t＝56ms程
度までほぼ一致し，実高さ条件では荷重が徐々に低下す
るのに対し，実車条件では荷重を維持し，t＝200ms時
で実高さ条件では P＝115kNに対し，実車条件では
507kNとなった。この結果から，衝突初期においては，
試験体の後端部に付与した質量は，接触荷重に影響を与
えないと考えられる。図 13（d）より減速度波形は，実
高さ条件で最大値 160m/s2であったのに対し，実車条件
では 51m/s2と 32%程度となった。これは図 13（c）の
ように，列車質量の大きい実車条件の方が試験体速度の

図13　試験条件，実高さ条件，実車条件での解析結果の比較（試験体の圧縮荷重，接触荷重，速度および加速度）
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低下率が小さいためであり，接触荷重が t＝56ms程度
までほぼ一致したことから，同時刻までは，減速度は列
車質量と概ね反比例すると考えられる。

4．まとめ

　本研究では，万一の踏切事故時に乗客や乗務員の被害
を軽減する車体構造を設計するために，先頭車の衝撃挙
動を把握すること，および欧州基準で規定された試験と
FE解析を組み合わせた 3段階での衝突安全性の確認方
法が，日本の実情に即した条件でも適用可能であること
を確認することを目的とした。ステンレス鋼製先頭車両
の実物大の部分車体構体（総質量約 10.2トン）を試験
体として，静止した大型ダンプトラック（総質量約 22
トン）の側面に速度 15m/sで衝突させる試験を実施す
るとともに，試験に対応する FE解析を実施した。先行
研究で実施した剛体壁を対象とした衝突試験と FE解析
の結果と併せて以下の結論を得た。

（1） 試験体が大型ダンプトラックの側面に衝突した場
合，試験体は妻面（前面）および台枠前方が曲げ
変形し，側外板や床波板などのスポット溶接部の
破断が認められ，ダンプトラックは回転移動し，
荷台に局所的な変形が認められた。試験体がダン
プトラックのタイヤホイールに衝突するか否かで
衝撃挙動が大きく異なり，衝突に伴う衝撃変形破
壊挙動や衝撃圧縮荷重，試験体速度および衝撃減
速度の時刻歴などの基礎的なデータを明示した。

（2） 大型ダンプトラックとの衝突では曲げ変形挙動が
主となる一方，剛体壁への衝突では圧縮変形挙動
が主となり，列車の変形モードが異なるが，試験
がより容易に実施できる剛体壁への衝突試験およ
び解析を実施して結果を比較検証することで解析
精度を確保すれば，大型ダンプトラックとの衝突
解析も十分な精度で再現できることを示した。衝
突対象物の主要構造部が台枠よりも上方に位置す
る場合（例えば欧州基準で定義されたタンクロー
リー）も同様と考えられる。したがって，欧州基
準で規定される 3段階での車両の衝突安全性の確
認方法は，日本の実情に即した条件でも適用可能
であると考えられる。

（3） 大型ダンプトラックとの衝突試験を精度良く再現
できる試験体モデルを拡張して実車モデルとし，
実際の事故を想定した衝突解析を実施し，変形挙
動，衝撃圧縮荷重，車体速度および衝撃減速度の
時刻歴を推定した。本データは，我が国の実情に
即した衝突シナリオの設定に資する重要な知見に
なると考えられる。

　本研究で構築した列車と大型ダンプトラックとの踏切
事故解析モデルを用いて，今後も様々な衝突条件下での
検証を進め，衝突事故時に乗客や乗務員の被害を軽減す
るための車両の設計指針の検討を進めていく予定である。

文　献

1 ）宇治田寧，鈴木康文，舟津浩二，前橋栄一：鉄道車両の実
車衝撃試験，日本機械学会年次大会講演論文集，No.99-

1，pp.387-388，1999

2 ）畑弘敏：衝突シミュレーションを活用した鉄道車両設計の
検討，平成 13年鉄道技術連合シンポジウム講演論文集，
S8-3-7，pp.647-650，2001

3 ）丸中俊則，田口真，木村敏宣，岸田和人，熊本秀喜，吉川
孝男：鉄道車両の耐衝突性能に関する研究（第 2報，構体
の一両衝突試験と数値計算を用いた衝突挙動の解明につい
て），日本機械学会論文集 A編，Vol.68，No.666，pp.343-

348，2002

4 ）濱島豊和，西村和彦，曄道佳明：非線形動的解析を用いた
鉄道車両構体の塑性領域を含む長手方向強度評価，日本機
械学会論文集，Vol.81，No.821，DOI: 10.1299/transjsme.14-  

00255，2015

5 ）CEN, “EN15227:2020 Railway applications – Crashworthiness 

requirements for railway vehicles,” 2020.

6）Mochida, T., Yamaguchi, T., Kawasaki, T. and Miyamoto, T., 

“Development of crashworthy structure composed of 

aluminium alloys for high-speed railway vehicle,” 
Proceedings of the World Congress on Railway Research 

2008, 2008.

7）Alois, S., Benedetto, C., Tim, G., “The impact of the new FRA 

waiver regulations on the design requirements of European 

trains – A case study based on the Stadler GTW DMU,” 
Proceedings of the 8th International Symposium Passive 

Safety of Rail Vehicles, 2011.

8 ）Paradies, R., Autio, M.,” Crashworthy double deck steering 

coach for the finnish railways,” Proceedings of the 9th 

International Symposium Passive Safety of Rail Vehicles, 

pp.83-100, 2013.

9）Warnt, N., Koudolo, M.D.,” Crash management system of 

new BART car San Francisco,” Proceedings of the 11th 

International Symposium Passive Safety of Rail Vehicles, 

2017.

10）沖野友洋，永田恵輔，佐藤裕之，堀川敬太郎，小林秀敏：
踏切衝突事故時の各因子が列車乗員の被害度に及ぼす影響
評価，日本機械学会論文集，Vol.85，No.869，DOI: 10.1299  

/transjsme.18-00270，2019

11）沖野友洋，永田恵輔，高野純一，小林秀敏：ステンレス鋼
製鉄道車体構体とダンプトラックの実車を用いた衝突試験

鉃道総研報告　Vol.38,  No.11,  20248



と FE解析，日本機械学会論文集，Vol.87，No.902，DOI: 

10.1299/transjsme.21-00073，2021

12）沖野友洋，山本勝太，高野純一，宇治田寧：列車乗務員の
傷害度を指標とした踏切事故時の車両の衝突安全性評価，

日本機械学会第 19回鉄道技術連合シンポジウム講演論文
集，No.2604，2012

13）ISO 6487, “Road vehicles – Measurement techniques in 

impact tests – Instrumentation,” 2015.

鉃道総研報告　Vol.38,  No.11,  2024 9





1．はじめに

　鉄道車両の運転士を対象として，運転品質の向上を目
指した運転支援システムが各種開発され実用に至ってい
る。その中で，駅通過を主体とする列車（以下，通過主
体列車）に対しては，運転士への乗務負担を軽減した上
で，定時通過を促進したり，消費エネルギーを低減した
りすることが期待されている。本報告では，定時性や省
エネ性の向上を狙って，運転曲線をリアルタイムに予測
するシミュレーション組み込んだ運転支援システムにつ
いて報告する。
　運転支援システムに関する研究開発は以前より様々行
われているが1）～7），予め定められた地点や速度に応じた
支援内容とするものが一般的である。省エネ性の向上を
狙った運転支援システムについては，停車を主体とする
列車を対象に車両システムに組み込む形でのシステム開
発による試験事例がいくつか報告されている3）4）。一方
で，車両システムから独立して衛星測位システムを活用
することによるタブレット端末を用いた運転支援システ
ムの運用が増えている5）6）7）。衛星測位システムを活用
することで，車両モニタ装置をはじめとする車両システ
ムとの連携が不要であり，導入に要するコストが低いと
いう利点がある。そこで，本研究においては，衛星測位
システムを活用し，運転曲線予測による高度な運転支援
を組み込んだシステムにて，通過主体列車に対する運転
支援システムに取り組む。

　本システムでは，通過主体列車である貨物列車を対象
として，運転曲線予測により複数の運転方法に対する駅
の通過時刻を計算して，その中から推奨される運転方法
を運転士に提示することにより，定時性の向上を目指す。
また，駅の通過時刻の調整のための加減速操縦を抑制す
ることや，車両効率の良い運転方法を提示することで省
エネ性の向上を目指す。
　なお，本システムのコンセプトは，計算機の優れた計
算能力と，人間の優れた総合的な判断能力を組み合わせ
ることにより，定時性と省エネ性を向上させることであ
る。本システムは，運転操縦を指示する装置ではなく，
運転士に対して支援情報を与える装置という位置付けと
し，運転支援内容の採否は運転士の判断に任せることと
する。すなわち，運転支援システムが考慮できていない
信号現示や天候等を考慮しつつ，運転支援システムの提
示内容を参考にして，必要に応じてより望ましい運転操
縦に補正することを運転士に期待する設計思想とする。
このような位置付けとすることで，運転支援システムは
車両システムから独立して衛星測位システムからの信号
のみで動作する簡便な機器構成とするとともに，要求さ
れる信頼度も低く設定することが可能となる。

2．システム構成

　運転支援システムは，タブレット端末に衛星測位シス
テムとスピーカーを接続して構成される。運転支援シス
テムの処理概要を図 1に示す。衛星測位システムから，
緯度・経度と速度を取得する。取得した緯度・経度に対
しては，予め取得した緯度経度変換テーブルにより走行
線区のキロ程を取得する。また，列車設定に基づいて，

運転曲線予測による貨物列車向け運転支援システムの開発
小川　知行＊　　横内　俊秀＊＊　　武内　陽子＊＊＊

Development of Driver Advisory System Using Speed Estimation for Freight Train

Tomoyuki OGAWA　　Toshihide YOKOUCHI　　Yoko TAKEUCHI

　In this study, we have developed a driver advisory system for freight trains using a speed estimation technique 
aiming to improve energy-saving and punctuality. The driver advisory system focuses on the maneuvering of 
freight trains in cruising mode, with the aim of passing through stations on time. The driver advisory system 
proposes a recommended driving operation for each passing station. We have developed a method for assigning 
driving operations using the speed estimation, which switches between constant-speed and saw-toothed driving 
operations depending on speed and load characteristics. Then, we present a trial result with regard to energy 
consumption. We confirm the energy-saving effect by comparing the energy consumption with and without the 
developed driver advisory system.
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線路データベース，機関車諸元，貨車諸元を用いて，線
路情報，機関車情報，貨車情報を取得する。これらの情
報を基に，走行地点の速度及びキロ程からの運転曲線予
測シミュレーションにより運転曲線を計算する。運転曲
線予測の際には，複数の運転状態（力行運転，定速運転，
惰行運転等の状態の別）を定めて，それらを組み合わせ
た複数の運転曲線候補を計算する。併せて，キロ程から
通過駅を判定して時刻表の通過時刻情報を取得する。推
奨運転方法選定では，それらの運転曲線候補に対して最
も評価指標の良いものを推奨運転方法として選定する。
支援タイミング判定では，推奨運転方法の運転状態の変
化点に対して，適切なキロ程にて音声情報及び表示情報
を出力する。

3．運転曲線予測

3. 1　運転曲線予測範囲
　運転曲線予測による運転支援を提示する範囲は，各走
行地点から 2駅先の通過駅までとした。通過駅毎に区
切って運転曲線を予測すると，運転曲線の区切りにおい
て，急激な速度変化が発生し，無駄な運転操縦やエネル
ギーの消費が発生したりすることが懸念される。一方で，
停車駅毎に運転曲線を区切って運転曲線を予測すること
は，長距離の運転曲線作成が必要となり，計算処理に時
間を要することとなり，リアルタイムでの運転支援が困
難になる。そこで，直近の通過駅に対して運転曲線の区
切りを生じさせず，最低限度の範囲で運転曲線を作成す
ることとして，運転曲線予測範囲を 2駅先の通過駅まで
とした。

3. 2　運転状態パターン
　運転曲線予測をするためには，予測対象範囲の各地点

の運転状態を決定する必要がある。通過主体列車で多用
される運転状態は，力行運転，定速運転，惰行運転とな
るが，これらの運転状態の組み合わせを運転状態パター
ンと呼ぶこととする。本システムが採用する，次々駅ま
での運転曲線予測を想定した運転状態パターンの代表例
を図 2に示す。走行区間に応じて運転状態パターンをい
くつか選定し，途中の運転状態を切り替える速度や地点
を適宜変更して運転曲線候補を作成する。それぞれの運
転状態パターンの概要を以下に示す。
（a）　定速
　全区間を定速運転にて走行する運転方法である。
（b）　惰行
　全区間を惰行運転にて走行する運転方法である。
（c）　定速→惰行
　定速運転の後に惰行運転に移る運転方法である。1駅
間目に比べて 2駅間目の駅間平均速度が低い場合に有
効である。なお，定速運転から惰行運転に移る地点は，
1駅目の通過前でも通過後でも良い。
（d）　惰行→定速
　惰行運転の後に定速運転に移る運転方法である。1駅
間目に比べて 2駅間目の駅間平均速度が低い場合に有
効である。なお，惰行運転から定速運転に移る地点は，
1駅目の通過前でも通過後でも良い。
（e）　力行→定速
　力行運転の後に定速運転に移る運転方法である。駅間
平均速度が高い駅間にさしかかった場合に有効である。
なお，力行運転から定速運転に移る地点については，規
定しないが 1駅目の通過前となることが多い。
（f）　力行→惰行
　力行運転の後に惰行運転に移る運転方法である。1駅
間目に比べて 2駅間目の駅間平均速度が低い場合に有
効である。なお，力行運転から惰行運転に移る地点につ

図1　運転支援システムの処理概要
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いては，規定しないが 1駅目の通過前となることが多い。
（g）　力行→惰行→力行→惰行
　途中で再加速する運転方法であり，駅毎にいわゆるのこ
ぎり運転（力行と惰行を繰り返す運転）を実施するパター
ンである。駅間平均速度が高い駅間にさしかかった場合

や駅間によって駅間平均速度が異なる場合に有効である。

3. 3　選定方法
　以上のような運転状態パターンから作成された運転曲
線候補毎に走行時分を基本にエネルギー効率や運転操縦
性も考慮した評価値 Fを算出して，評価値が最小とな
るものを推奨運転方法として選定する。評価値の計算式
を式 (1)に示す。

 (1)

ただし，
　　Tx＝︳Txp－Txe︳
Tx：x駅間目に対する通過時分ずれ［s］
Txp：x駅間目に対する計画通過時刻
Txe：x駅間目に対する予測通過時刻
PD：運転操縦性に対するペナルティー［s］
PE：エネルギー効率に対するペナルティー［s］
である。評価値の算出には，次駅および次々駅の定時か
らのずれの秒数を基本として，必要に応じてそれ以外の
ペナルティーを追加した。なお，ペナルティーの計算方
法については，適宜調整しているため，本論文で示す走
行試験実施日を通じて一定ではない。

3. 4　運転方法評価
　通過駅間の代表的な運転方法としては，定速運転との
こぎり運転が挙げられる。両者は定時通過のしやすさや，
消費エネルギーの観点で得失があるため，はじめに定時
性と省エネ性の観点で定速運転とのこぎり運転を比較す
る。定速運転とのこぎり運転の単純化した比較を図 3に
示す。青色が力行運転，水色が定速運転，緑色が惰行運
転である。定速運転は一定速度で走行するように機関車
の定速運転機能で実現される。のこぎり運転は，力行と
惰行を繰り返す運転となる。定速運転とのこぎり運転の
うち，車両効率の良い運転方法を提示することで消費エ
ネルギーの低減が期待される8）。消費エネルギーの観点
で定速運転とのこぎり運転を比較した事例を図 4に示

= 1 + 2 + +

図2　運転状態パターンの代表例 図3　定速運転とのこぎり運転の運転方法の比較
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す9）。この事例は，走行抵抗及びモータ効率を考慮して
消費エネルギーの観点での優劣を示している。図 4にお
いて，横軸が正となるとのこぎり運転の方が省エネとな
り，横軸が負となると定速運転の方が省エネとなる。こ
のように，速度・編成質量・勾配などの条件に応じて，
定速運転とのこぎり運転の優劣が変わることが確認され
ている。このため，速度・編成質量・勾配などの条件に
より，定速運転とのこぎり運転を使い分けることが消費
エネルギーの削減につながる。
　次に，運転曲線を予測する計算方法の観点で定速運転
とのこぎり運転を比較する。説明の簡略化のため 1駅分
に簡略化した予測の概念図を図 5に示す。定速運転で通
過駅を定時通過するには，駅までの残りの距離を残りの
時間で除して平均速度を計算すればよい。このため，運
転士による運転操縦においては通過時刻に合わせた運転
操縦はしやすく，運転支援システムでも定時通過のため
の速度は計算しやすい。一方，のこぎり運転は惰行時の
速度の低下度合いにより所要時間が変わってくるため，
定時通過のための速度を正確に計算するには運転曲線予
測シミュレーションによる時々刻々の速度推移の計算が
必要となる。このため，運転士による運転操縦でもシス
テムによる運転支援でも，定速運転の方が定時通過が容
易と考えられる。本システムでは，定速運転とのこぎり
運転の両方について運転曲線予測を行い，定速運転時に
はモータ効率が低い動作点となることが予想される場合
には，評価値にエネルギー効率に関するペナルティーPE

を与えることとした。これにより，勾配が小さい場合（平
坦に近い場合）やけん引質量が小さい場合などの条件に
おいては，のこぎり運転が選ばれるようになる。
　また，運転操縦性に対するペナルティーPDとしては，
運転操縦性が悪いと考えられる運転操縦に対してペナル
ティーを与えるものである。一例としては，頻繁な運転

状態の変更を避ける意味で，運転状態の 1回の変更に付
き，10［s］相当のペナルティーを与えることとした。
　なお，定速運転とのこぎり運転のいずれにおいても，
全ての場合に運転曲線予測が成功するわけではない。具
体例としては，定速運転は，走行抵抗による速度低下を
上回るような下り勾配により速度が一定以上上昇した場
合には定速運転の機能が失効してしまうため，そのよう
な場合には運転曲線予測は失敗する。また，のこぎり運
転は上り勾配では頻繁に力行を行う必要があるが，開発
システムの運転曲線予測では探索回数が肥大化しないよ
うに力行回数を制限しているため，そのような場合には
運転曲線予測は失敗する。これらのように運転曲線予測
が失敗した場合には，推奨運転方法の選定から外れるこ
ととなる。

4．走行試験

4. 1　試験条件
　定速運転制御機能を有するインバータ制御の電気機関
車が，タンク車をけん引する貨物列車を対象に走行試験
を実施した。タンク車は積車・空車時の車両質量を比較
的正確に把握することができる。評価区間の条件を表 1
に示す。停車駅単位で分割して，積車の 2区間と空車の
2区間を評価の対象とした。なお，当該列車の最高速度
は 75km/hである。また，当該電気機関車では電力回生
は行われないため，回生電力に関する評価は行わない。
　走行試験では，運転台に運転支援システムを搭載して，
支援内容を参考にして運転するように運転士に依頼し

図5　定時通過するための運転曲線予測の概念図図4　定速運転とのこぎり運転の消費エネルギーの比較9）
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た。運転支援システムの設置例を図 6に示す。また，運
転支援システムを用いない場合の運転についてもデータ
を取得した。
　走行試験により記録した運転支援画面の例を図 7に
示す。現在の推奨運転方法（図の例では力行）と，その
後の推奨運転方法（図の例では惰行）と，次駅と次々駅
の予測通過時分が表示される。また，運転支援システム
は，運転支援内容が変更となったタイミングでは，画面
表示が更新され，音声により運転支援内容を通知する。
　図 7の場面における運転曲線予測の例を図 8に示す。
これらは，走行中に当該箇所にて探索された運転曲線候
補である。青色が力行運転を行う区間，水色が定速運転
を行う区間，緑色が惰行運転を行う区間であり，灰色が
推奨運転方法として選定されたものを示している。前述
のように，複数の運転曲線候補を計算した上で，評価値
が最も優れているものを推奨運転方法として選定する。

4. 2　評価方法
　車両モニタデータを取得して消費エネルギーの評価に
用いた。日によってけん引質量が異なるため，消費電力
量を編成質量で除して比較することとした。また，けん
引質量が極端に異なると質量に比例しない走行抵抗分の
影響が大きくなり編成質量当たりでの比較も難しいた
め，編成質量の範囲を限定した。

　また，各機関車には衛星測位システムを活用した駅の
進入／進出時刻を管理するシステムが搭載されている。
本システムから得られた進入／進出時刻から駅採時位置
の通過時刻を推定した。併せて，通過駅毎に列車遅延を

表1　評価区間条件

図6　運転支援システムの設置例

図7　運転支援システムの画面例

図8　運転曲線予測例
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取得して最大遅延 5分以上の列車については，比較の対
象外とした。評価対象の条件を表 2に示す。

4. 3　省エネ性の評価
　編成質量当たりの消費電力量（以下，消費エネルギー）
の比較を図 9，図 10に示す。図 9に示すように，日々
の消費エネルギーにはばらつきがある。図 10に示すよ
うに，それぞれの平均値で比較すると，区間によってそ
の効果は異なるが，運転支援システムを用いることによ
り，4.0～13.6［%］の省エネ効果が確認できる。
　また，消費エネルギーのばらつきについて着目すると，
運転支援システムを用いた場合のデータ数は限られてい
るが，運転支援システムを用いることにより消費エネル
ギーのばらつきも低減できていると考えられる。区間別
に着目すると，図 10より，運転支援を用いない場合に

ばらつきの多い区間 A（変動係数：0.118）の省エネ効
果は 12.1［%］であり，運転支援を用いない場合にばら
つきの小さい区間 B（変動係数：0.082）の省エネ効果
は 4.0［%］である。これより，消費エネルギーのばらつ
きの多い区間では，運転支援の省エネ効果が発揮されや
すいものと推測される。
　運転支援システムの有無による速度と電力の比較を，
一例ではあるが，図 11に示す。運転支援なしの条件に
ついては，定速運転の使用の有無で 2例を示している。
消費エネルギーは，運転支援ありが 481.1［Wh/t］，運転
支援なし①（定速運転なし）が 559.2［Wh/t］，運転支援
なし②（定速運転あり）が 601.0［Wh/t］である。運転
支援ありの条件は，運転支援システムを活用することに
より，全般的に力行運転，定速運転及び制動運転が少な
くなっていると考えられる。特に，14：13～14：39頃
にかけては，運転支援システムを用いた場合には当該区
間の大半を惰行運転で通過している。当該区間は，通過
採時駅間が長く，勾配変化も多いため，運転士にとって
通過時分の予測が難しく，運転支援システムの効果が発
揮されやすい区間であると考えられる。また，運転支援
ありの条件を定速運転を用いている運転支援なし②と比
較すると，運転支援なし②は消費電力が小さくなってい
る箇所（概ね 1000［kW］未満の箇所）が散見され，モー
タ効率の低い動作点で運転していることが確認できる。

4. 4　定時性の評価
　運転支援システムの有無による通過時刻の比較を図
12に示す。対象としたのは衛星測位システムの受信状
況が良好と考えられる 12駅として，時刻表により指定
された通過時刻±15秒以内を定時通過として評価し
た。これより，運転支援システムにより定時通過できた
駅が増加していることが確認できる。

図9　消費エネルギー分布の比較9） 図 10　消費エネルギー平均値の比較9）

表 2　評価対象条件
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5．おわりに

　運転曲線予測により推奨運転方法を提示する運転支援
システムを開発し，その定時性と省エネ性を検証した。
タンク車をけん引する貨物列車にて検証した結果，運転
支援システムにより，定時通過できる運転が増加すると
ともに，省エネ効果があることが確認された。その要因
としては，時分調整のための加減速操縦を抑制できたこ
と，モータ効率の良い点にて運転できたことが挙げられ
る。また，消費エネルギーのばらつきの多い区間で運転
支援の効果が発揮されやすいものと推測される結果が得
られた。
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1．はじめに

　鉄道構造物等設計標準・同解説（コンクリート構造
物）1）（以下，コンクリート標準）における棒部材の設計
せん断耐力 Vydの算定式は，単純支持された集中荷重が
作用する鉄筋コンクリート（以下，RC）く形断面はり
に対する実験結果等に基づき，安全側に設定されたもの
である。一方，RC杭は円形断面であることに加え，軸
方向力および地盤反力による分布荷重を受け，また杭頭
部ではモーメント分布に反曲点を有することが多い点に
特徴がある。このような場合，杭頭部のせん断耐力は，
コンクリート標準のせん断耐力算定式よりも大きい値と
なる可能性がある2）3）。
　既往の研究では，地盤または地盤反力を模擬した検討
が実施されているが4）～8），多くが曲げ破壊形態であり，
破壊位置や破壊性状，変形性能，支持力等の評価に主眼
が置かれている。また，せん断耐力に着目した検討も実
施されているが9）～11），円形断面や曲げモーメント分布
のみの再現に留まっており，RC杭の特徴を十分に再現
された事例は少ない。
　ところで，令和 5年版のコンクリート標準では，Vyd

におけるせん断補強鉄筋による効果に上限が設けられる
こととなった1）12）。最近の設計事例によれば，場所打ち
RC杭の杭頭部では，この上限を超えてせん断補強鉄筋
が配置されることも少なくない。このせん断補強鉄筋に
よる効果の上限を考慮した Vydによる照査に従えば，実
際に RC杭が保有するせん断耐力は大きい可能性がある
にもかかわらず，コンクリート強度や断面寸法の変更を
行わざるを得ないことになる。一方，非線形有限要素解

析（以下，FEM）を用いることで，諸元や荷重，支持
条件などの実態に即して耐力等を評価できると考えられ
るが，RC杭は建設頻度の高い部材であるため，杭頭部
のせん断耐力の照査において，耐荷機構に基づいた算定
式の適用範囲が明らかになると，逐一 FEMに頼る必要
がなく，照査行為の省力化につながると考える。
　本研究では，実大寸法の RC杭に対し，地盤反力（分
布荷重）を考慮した FEMにより，耐荷機構やせん断耐
力を評価することを目的とした13）。そして，FEMで得
られた結果に基づき，骨組解析を用いた照査で用いるこ
とを念頭に，等価せん断スパン法14）15）の RC杭頭部へ
の適用性を検証することとした。なお，構造物が地震に
よる慣性力を受け，曲げモーメント反曲点を有する RC
杭頭部におけるせん断耐力を対象とした。

2．設計事例の調査

　近年の設計事例から，一般的な条件16）で設計された
鉄道 RCラーメン高架橋および RC橋脚における RC杭
の諸元等を調査した。
　図 1に，杭径と pw･fwyd/f ʼcd（pw：せん断補強鉄筋比，
fwyd：せん断補強鉄筋の設計降伏強度，f ʼcd：コンクリー
トの設計圧縮強度）の関係を示す。一般に，杭のせん断
補強鉄筋は，杭先端にいくほどせん断補強鉄筋量を少な
くする段落しを行うことが多いが，ここでは杭頭部（杭
頭からの 2D区間，杭頭：地中梁あるいはフーチング下
面の断面，D：杭径）と地中部（2D区間外）で区分し
て示した。また，コンクリート標準では，Vydの算定に
おいて，pw･fwyd/f ʼcd≦0.1とする上限が設けられている。
なお，本論文では，pwは等積正方形の辺長 bw

1）を用いて，
pw＝Aw/（bw･ss）（Aw：区間 ssにおけるせん断補強鉄筋の
総断面積（mm2），ss：せん断補強鉄筋の配置間隔（mm））

等価せん断スパン法によるRC杭頭部のせん断耐力の評価
中田　裕喜＊　　北川　晴之＊＊　　渡辺　　健＊　　田所　敏弥＊

Evaluation of Shear Capacity of RC Pile Head Based on Equivalent Shear Span Method

Yuki NAKATA　　Haruyuki KITAGAWA　　Ken WATANABE　　Toshiya TADOKORO

　In the verification of reinforced concrete (RC) piles, the design shear capacity Vyd of bar members is used 
based on the experimental results of simply supported RC beams. On the other hand, since RC piles are 
subjected to ground reaction forces, unlike simply supported conditions, the shear capacity may be greater than 
Vyd. In this paper, we used nonlinear finite element analysis to evaluate the shear capacity of RC pile heads taking 
into account ground reaction forces. We have shown that the equivalent shear span method, which is applied to 
the analysis of slabs of underground box structures, can also be applied to the analysis of RC pile heads.
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で算定するとともに，pw･fwyd/f ʼcdにおける f ʼcdに，コン
クリートの施工条件に関する低減係数1）16）を考慮してい
る。
　図より，杭径は 1m～2mであった。pw･fwyd/f ʼcdについ
ては，杭頭部では pw･fwyd/f ʼcd＞0.1，地中部では pw･fwyd/
f ʼcd＜0.1となる傾向がみられる。したがって，Vydを用
いた照査による場合，pw･fwyd/f ʼcd≦0.1の上限を考慮する
ことで，杭頭部における照査により杭部材の諸元の変更
が必要となる可能性がある。
　図 2に，杭頭から曲げモーメント反曲点までの距離
a1と杭径 Dの比 a1/Dと，杭頭における軸方向応力 σdの
関係を示す。軸方向応力 σdは，杭の軸方向力を杭の断
面積で除したものであり，軸力変動を考慮したときの最
大値（引抜きが生じる杭で引張側）と最小値（押込みが
生じる杭で圧縮側）を示している。また，二次元の骨組
解析による地震時の慣性力のみを考慮した静的非線形解
析による結果であり，橋軸方向載荷時と橋軸直角方向載
荷時で区分して示している。
　a1/Dは概ね 2以下となった．杭頭における軸方向応
力 σdは，ラーメン高架橋では－7～3N/mm2程度，橋脚
では－10～6N/mm2程度となり，軸力変動により幅広く
分布することがわかる。

3．解析概要

3. 1　RC杭のモデル化
　図 3に，解析モデルを示す。本研究で対象とした RC
杭は，鉄道構造物等設計標準・同解説（コンクリート構
造物）照査例 RCラーメン高架橋17）に基づくものであり，
杭径 1000mm，長さ 21000mmの単杭である。汎用非線
形有限要素解析ソフト DIANA ver10.3を用いて，3次
元にモデル化した。
　解析対象範囲は RC杭のみとし，上部構造は，RC杭
へ伝達される断面力を荷重として与えることにより再現
した。コンクリートはソリッド要素で，鉄筋は曲げを伝
達しない埋込み鉄筋でモデル化した。また，軸方向鉄筋
とコンクリート間の付着応力－すべり関係は，文献 18
を参考に，島らの式19）における付着応力に低減係数 0.4
を乗じたものとした。せん断補強鉄筋は完全付着とした。
スタブ（接合部またはフーチングに相当）は，線形弾性
体とした。
　コンクリートは固定ひび割れモデルとし，圧縮側の応
力－ひずみ関係には放物線モデルを，引張側には Hordijk 
モデルを用いた。いずれも，ポストピーク域の軟化曲線
を破壊エネルギーにより規定することとし，圧縮破壊エ
ネルギーは中村ら20）に従い 35.3N/mm，引張側はコンク
リート標準に従い 0.074N/mmとした。ひび割れ発生に
伴うせん断剛性の低下は，Al-mahaidhiモデルを用いた。

　コンクリートの圧縮強度 f ʼcは，30N/mm2に対し，コ
ンクリートの施工条件に関する低減係数 0.71）16）を乗じ，
材料係数 γc＝1.31）で除することで得られる 16.2N/mm2

とした。ヤング係数等の力学特性は，コンクリート標準
に従って圧縮強度（30N/mm2）を用いて算定した値に，
コンクリートの施工条件に関する低減係数および γcを
考慮した。
　軸方向鉄筋は D32とし，せん断破壊が発生しやすい
ように線形弾性体とした。せん断補強鉄筋については，

図1　杭径および pw･fwyd/f ’cd の事例

図 2　a1/Dと杭頭における軸方向応力の事例
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二次勾配が弾性係数の 1/1000であるバイリニアモデル
で，降伏強度は 345N/mm2とした。配置間隔は 125mm
とし，鉄筋径を任意に定めることで，せん断補強鉄筋比
を設定した。鉄筋のヤング係数は，いずれも 200kN/mm2

である。

3. 2　地盤反力のモデル化
　図 4に RC杭の断面力分布のモデル化を，図 5に RC
杭に与えた荷重を示す。本研究では，後述する a1/Dを
容易に設定できるように，地盤はモデル化せず，RC杭
に荷重を直接作用させることで，地盤反力による RC杭
の断面力分布を再現することとした21）。
　RC杭の断面力分布は，既往の設計事例を参考に，杭
頭部で曲げモーメントの正負が切り替わる反曲点を有す
る曲げモーメント分布を想定し，この分布形状が保持さ
れるように，スタブ部分の集中荷重と杭の地盤反力（分
布荷重）を荷重制御で与えることとした（図 5）。杭頭
部における曲げモーメント分布は二次関数で表されると
想定し，RC杭の下部では，杭頭部における断面力と連
続するように，別の二次関数で再現した。せん断力分布
は直線に，分布荷重は等分布となる。
　表 1に，曲げモーメント分布の各区間の設定を示す。
反曲点や二次関数の頂点の位置を設定し，杭頭部と下部
の断面力の連続性を考慮することで，曲げモーメント分

布を表現する二次関数，せん断力分布，および RC杭に
作用する分布荷重の大きさが決定される。これらは，既
往の設計事例における曲げモーメント分布を参考に設定
したが，このように簡易かつ択一的にモデル化すること
で，検討を容易にしたものである。なお，二次関数の形
状や頂点 A-頂点 Bの区間がやや異なっても，解析結果
に顕著な影響を与えないことを別途確認している。
　図 5（b）に示すとおり，RC杭の断面方向の荷重分布
は，杭周面の水平地盤ばね16）による反力が生じた場合
と等価になるように，正弦波状とした。軸方向力につい
ては，スタブの上縁から作用させることで再現した。
　図 6に，境界条件および杭先端の鉛直地盤ばねおよび
杭周面の鉛直せん断地盤ばねの配置16）17）を示す。境界
条件は，杭先端と杭周面の摩擦を模擬した地盤ばねを介
して固定した。ただし，杭先端のばねは，杭底面の RC
杭の各節点と，剛な梁を介して結合されており，RC杭
軸方向の引張力には抵抗しないものとした。また，杭周

表1　曲げモーメント分布の区間の設定

図3　解析モデル概要
図4　RC杭の断面力分布のモデル化 図5　 RC杭に作用させた

荷重
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面の地盤ばねは，杭頭からの 1/β16）の領域（4m）では
配置していない。

3. 3　解析パラメータ
　表 2に，解析パラメータを示す。図 2を踏まえ，a1/D
は 0.5，1.0および 2.0とし，軸方向応力 σdは－7（圧
縮），0，3（引張）N/mm2とした。また，pw＝0.23，0.52，
0.91，1.43%とした。なお，pw･fwyd/f ʼcd＝0.1となるとき
の pwは 0.47%である。

4．解析結果

4. 1　分布荷重の形状の影響
　ここでは軸方向力を与えない条件とし，a1/Dの違い
が RC杭頭部のせん断耐力等に及ぼす影響を検証する。
　図 7に，杭頭におけるせん断力と水平変位を示す。荷
重制御のため，ある水平変位から 1ステップあたりの変
位増分がそれまでと比較して急増しているが，ここでは，
この変位増分が急増する直前のステップの杭頭における

せん断力を耐力 Vanaと定義する（図 7の黒丸）。なお，
図に示すとおり，定義した点以降でせん断力は大きく増
加しない。
　図 8に，pw＝0.52%における Vana時の最小主応力分布
を示す。いずれも，最小主応力が卓越して発生する領域
である圧縮ストラットが，杭頭の圧縮縁と杭頭部での分
布荷重（以下，杭頭部分布荷重）の作用位置間に形成さ
れており，Vanaに達した時点では，この杭頭の圧縮縁お
よび杭頭部の分布荷重の作用位置で，圧縮強度相当の最
小主応力が生じている。
　図 9に，a1/D＝1.0における Vana時のせん断補強鉄筋
のひずみ分布を示す。Vana時に杭頭部のせん断補強鉄筋
は降伏するが，pwが大きくなると，降伏するせん断補
強鉄筋の本数は少なくなることがわかる。これは，せん
断補強鉄筋の効果の上限を示唆するものである。
　図 10に，pwと Vanaの関係を示す。ここでは，杭頭で
の圧縮損傷が顕著であったことから，RC杭の耐力の評
価には，杭頭のせん断力を用いた。また，図中には，
pw･fwyd/f ʼcd≦0.1の考慮の有無で区分して，Vydを併記し
た。a1/D＝0.5では，pwに対する Vanaの増加割合は小さ
く，せん断スパン比がごく小さいディープビームのせん
断補強効果22）と類似した傾向にあった。一方，a1/D＝1.0
では，pwが大きくなると Vanaは増加し，a1/D＝2.0では，
pw≧0.52%において pwに対する Vanaの増加割合が小さ
くなった。杭頭の断面が曲げ耐力1）に達するときのせん
断 力 Vmuは，a1/D＝0.5で は 6014kN，a1/D＝1.0で は

図7　杭頭におけるせん断力と水平変位の関係（σd＝0N/mm2）

表 2　解析パラメータ

図6　RC杭の境界条件および地盤ばねの配置
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3007kN，a1/D＝2.0では 1504kNであり，a1/D＝2.0は，
pwが大きい領域では曲げ圧縮破壊したと認められるこ
とから，実際に保有するせん断耐力はこれよりも大きい
と考えられる。なお，この Vmuは，圧縮側の最外縁のコ
ンクリートが終局ひずみに達した時点のせん断力である
が，最外縁の面積が小さい円形断面では，やや過少に算
定されると考えられる。
　pw･fwyd/f ʼcd≦0.1を考慮した場合，Vydは Vanaをかなり
過小に評価することがわかる。ただし，pwが大きくな
ると Vanaは増加するものの，Vydと比較するとその増加
割合は小さい。これは，せん断補強鉄筋の形状が円形で
あるため，斜めひび割れと交差するせん断補強鉄筋のせ
ん断力方向成分が小さくなり，トラス理論で想定される
せん断補強効果を見込めないと考えられること10）11）や，
pwが大きくなると降伏するせん断補強鉄筋の本数が少
なくなるためと考えられる。

4. 2　軸方向力の影響
　ここでは，－7（圧縮）または 3（引張）N/mm2の軸
方向応力 σdを与えた場合の RC杭頭部のせん断耐力等
に及ぼす影響を検証する。
　図 11，12に，pw＝0.52%における Vana時の最小主応

力分布を示す。σd＝－7N/mm2では，σd＝0N/mm2の a1/D 

および pwが同一のケース（図 8）と比較して，圧縮ス
トラットの部材軸方向長さが大きくなるとともに，幅も
大きく増加した。σd＝3N/mm2では，σd＝0N/mm2（図 8）
と比較して，最小主応力分布（圧縮ストラット）に，顕
著な違いはみられなかった。
　図 13，14に，pwと Vanaの関係を示す。なお，Vydに
おける軸方向力の効果は，βn（M0法）1）により考慮した。

図8　最小主応力分布
（Vana時，pw＝0.52%，σd＝0N/mm2）

図 9　せん断補強鉄筋のひずみ分布
（Vana 時，a1/D＝1.0，σd＝0N/mm2）

図 10　pw と Vana の関係（σd＝0N/mm2）
図 11　最小主応力分布

（Vana 時，pw＝0.52%，σd＝－7N/mm2）

図 12　最小主応力分布
（Vana 時，pw＝0.52%，σd＝3N/mm2）
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σd＝－7N/mm2では，a1/Dによらず，pwが大きくなって
も Vanaの増加はみられなかった。Vmuは，a1/D＝0.5では
5411kN，a1/D＝1.0では2705kN，a1/D＝2.0では1352kN
であり，a1/D＝0.5ではせん断圧縮破壊，a1/D＝1.0，2.0
では曲げ圧縮破壊したためと考えられる。
　σd＝3N/mm2では，σd＝0N/mm2のケースと類似した傾
向を示した。すなわち，a1/D＝0.5では，pwに対する Vana

への影響は小さく，a1/D＝1.0では pwが大きくなると Vana

が増加し，a1/D＝2.0では，pwの増加に伴い，曲げ圧縮
破壊となった。なお，Vmuは，a1/D＝0.5では 6341kN，
a1/D＝1.0では 3171kN，a1/D＝2.0では 1585kNである。
　Vydと比較すると，曲げ圧縮破壊したケースではせん
断耐力の評価はできないが，せん断耐力が Vmuよりも大
きいと考えると，Vydはせん断耐力を過小に評価してい
ると考えられる。
　以上より，地盤反力（分布荷重）を受ける RC杭頭部
では，圧縮ストラットが明確に形成され，せん断圧縮破
壊で想定されるような破壊形態であると推定される。

5．等価せん断スパン法の適用性の検証

　原子力指針14）では，土圧（分布荷重）を受けるボッ

クスラーメン構造の頂版や底版，側壁に対し，等価せん
断スパンを用いた設計せん断圧縮破壊耐力 Vddによる照
査法（等価せん断スパン法）が示されている。解析で得
られた耐荷機構や破壊形態から，RC杭頭部のせん断耐
力の評価に，等価せん断スパン法が適用できる可能性が
あると考えられるが，本手法は限られた実験結果に基づ
いて等価せん断スパンや照査断面位置を定めているこ
と14）15），また RC杭では大きな軸方向力が作用すること
等から，その適用性を検証することとする。
　図 15に，等価せん断スパン法の概要を示す。杭頭か
ら反曲点までの距離を等価せん断スパン a1とし，a1を
用いて Vddを算定する。ただし，文献 1，12による知見
を踏まえ，RC杭頭部のせん断耐力 Vudは式 (1)のとお
りとする。

 (1)

また，照査に用いるせん断力は，深さ a1/2の位置での
値とする14）。なお，反曲点以深では，現状では Vydを適
用する。
　図 16に，pwと，a1/2の位置での Vanaと Vudの比 Vana/Vud

の関係を示す。なお，比較のために，従来の算定法であ
る杭頭での Vanaと pw･fwyd/f ʼcd≦0.1を考慮した Vydの比
Vana/Vydを併記した。等価せん断スパン法を適用すること
で，Vana/Vudは 1に近づいており，せん断耐力の算定精度
を向上できることがわかる。
　図 17に，せん断力に関する照査の試算例を示す。近
年設計された，一般的な条件16）における RCラーメン
高架橋および RC橋脚において，pw･fwyd/f ʼcd＞0.1となる
杭頭部を対象とした。従来の pw･fwyd/f ʼcd≦0.1を考慮し
ない Vydによる場合，せん断力に関する照査は満足する
ものであるが，pw･fwyd/f ʼcd≦0.1を考慮した Vydを適用し
た場合，照査値が 1.0より大きくなる事例がある。一方，
等価せん断スパン法の適用により，せん断耐力や考慮す
べきせん断力を合理的に評価できたことで，1.0より小
さくなった。すなわち，これらの範囲では，pw･fwyd/f ʼcd

＞0.1となる量のせん断補強鉄筋の配置を余儀なくされ
ていた場合でも，必要な耐力を有していることを確認し
た。

Vud = max(Vdd，Vyd)

図13　pw と Vana の関係（σd＝－7N/mm2）

図 14　pw と Vana の関係（σd＝3N/mm2）

図 15　等価せん断スパン法の概要
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6．まとめ

（1） 地盤反力（分布荷重）を受け，曲げモーメント反
曲点を有する RC杭頭部では，杭頭の圧縮縁と反
曲点を結ぶ圧縮ストラットが形成され，せん断圧
縮破壊に類似した破壊形態を示した。また，せん
断圧縮破壊であること，せん断補強鉄筋の形状が
円形であること等から，RC杭頭部では，トラス
理論で想定されるせん断補強効果を見込めないこ
とがわかった。

（2） RC杭頭部におけるせん断耐力は，pw･fwyd/f ʼcd≦0.1
を考慮した棒部材の設計せん断耐力 Vydよりも大
きいことがわかった。

（3） 軸方向力を受ける場合でも，等価せん断スパン法
の適用により RC杭頭部のせん断耐力の算定精度
が向上することがわかった。

　以上より，対象とした条件に対し，せん断破壊に対し
て従来のせん断補強鉄筋に依存した設計は合理的でない
と考えられる．今後も，様々な地盤条件等に対して引き
続き試算を行い，本手法の適用範囲を確認するとともに，

地中深くにおけるせん断耐力の評価法についても検討し
ていく。
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1．はじめに

　鉄筋コンクリート（以下，RC）部材のせん断破壊は
ぜい性的な破壊であり，RC構造物の設計において精度
よくせん断耐力を算定することが極めて重要である。一
方で，RC部材のせん断破壊は複雑な現象であり，部材
の形状や配筋等によって形態が異なることが知られてい
る。そこで，鉄道構造物等設計標準・同解説（コンクリー
ト構造物）1）2）（以下，コンクリート標準）では，複数の
耐力算定式が設定され，RC棒部材に対し，せん断スパ
ン比 a/d（せん断スパン aと有効高さ dの比）により算
定式を使い分けることによって耐力算定精度の確保が図
られている。
　RC棒部材のせん断耐力算定式は実験に基づいて経験
的に定められており，知見の蓄積によってコンクリート
標準の改訂に伴い精度向上に取り組まれてきた。この取
り組みは，実際に適用する RC棒部材の諸元を念頭に進
められてきたが，近年は耐震設計の基準の改訂により
RC棒部材のせん断補強鉄筋量が大幅に増加するなど変
化が生じていた。このような状況で，2004年（平成 16
年）に改訂されたコンクリート標準2）（以下，平成 16年
版標準）のせん断耐力算定法では，a/d＝ 2.0において
算定値に不連続が生じるようになっており3），このよう
な設計せん断耐力の不連続は，設計結果を意図しない方
向に誘導するなどの不都合が生じることが懸念される。

　そこで，本研究では，単純支持された矩形断面 RC棒
部材に関して，せん断補強鉄筋の効果等を検証し，a/d
に対する連続性の確保が可能な，棒部材の設計せん断耐
力算定法を提案することを目的とした4）。

2．平成 16年版標準の設計せん断耐力算定法

2. 1　せん断耐力算定法の概要
　平成 16年版標準のせん断耐力算定法は，棒部材の設
計せん断耐力 Vyd（式 (1)），設計せん断圧縮破壊耐力 Vdd

（式 (2)），設計斜め圧縮破壊耐力 Vwcd（式 (3)）を用い，
a/d≧ 2.0では Vydおよび Vwcdを，a/d＜ 2.0では Vddを
適用する方法が示されている。

 (1a)

 (1b)

 (1c)

 (1d)

 (1e)

 (1f)

 (1g)

Vyd = Vcd + Vsd

Vcd = βd･βp･βn･fvcd･bw･d / γ b

Vsd = { Aw･fwyd･(sinαs + cosαs) / ss}･z / γ b

fvcd = 0.2 3 f ’cd≦0.72 (N/mm2)

βd = 4 1000 /d≦1.5

βp = 3 100pc≦1.5

pc =As / (bw･d) 

せん断スパン比に対する連続性を考慮した 
RC棒部材の設計せん断耐力算定法
中田　裕喜＊　　渡辺　　健＊　　谷村　幸裕＊＊

Method for Calculating of the Design Shear Capacity of Reinforced Concrete Members  
with Continuity of Ratio of Shear-span to Effective Depth

Yuki NAKATA　　Ken WATANABE　　Yukihiro TANIMURA

　The safety of RC structures for shear force is verified by confirming that the shear force does not reach the 
design shear capacities (Vyd, Vdd). Vyd and Vdd are determined on the basis of experimental results and are 
expressed as a function of the ratio of shear span to effective depth (a/d). Therefore, there may be a significant 
difference between Vyd and Vdd at a/d = 2.0 in the case of RC beams with larger shear reinforcement ratios. This 
is due to the fact that the contribution of large amounts of stirrups to the shear capacity of RC beams has not 
been clarified. Based on experimental results, this research has investigated the contribution of stirrups and load 
plates to the shear capacity of rectangular cross section RC beams. Finally, a method for calculating the design 
shear capacity of RC beams with continuity of a/d has been proposed.
キーワード：せん断耐力，RC棒部材，単純支持，せん断補強鉄筋，せん断スパン比
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ここに，Vcd：せん断補強鋼材を用いない RC棒部材の
設計せん断耐力（N），Vsd：せん断補強鋼材により受け
持たれる設計せん断耐力，βn：軸方向力の影響を表す係
数，bw：腹部の幅（mm），d：有効高さ（mm），f ʼcd：コ
ンクリートの設計圧縮強度（N/mm2），As：引張側鋼材
の断面積（mm2），Aw：区間 ssにおけるせん断補強鉄筋
の総断面積（mm2），fwyd：せん断補強鉄筋の設計引張降
伏強度で，400N/mm2以下，αs：せん断補強鉄筋が部材
軸となす角度，ss：せん断補強鉄筋の配置間隔（mm），z：
圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離
で，一般に d/1.15（mm），γb：部材係数，である。

 (2a)

 (2b)

 (2c)

 (2d)

 (2e)

 (2f)

ここに，Vdd：設計せん断圧縮破壊耐力（N），a：支持部
前面から載荷点までの距離（mm），である。

 (3a)

 (3b)

ただし，fwcd＞7.8N/mm2となる場合は fwcd＝7.8N/mm2と
する。
ここに，Vwcd：せん断力に対する腹部コンクリートの設
計斜め圧縮破壊耐力（N），である。
　また，式 (4)～(6)に Vyd，Vdd，Vwcdの根拠となってい
る Vy，Vd

5）6）7），Vwc
8）を示す。なお，Vyは，せん断補強

鉄筋により受け持たれる設計せん断耐力 Vsに，補正項
としてせん断補強鉄筋を用いない RCはりのせん断耐力
Vc
9）を累加した，修正トラス理論の考え方を踏襲している。

 (4a)

 (4b)

 (4c)

ここに，Vc：せん断補強鋼材を用いない RC棒部材のせ

ん断耐力（N），Vs：せん断補強鋼材により受け持たれ
るせん断耐力，f ʼc：コンクリートの圧縮強度（N/mm2），
fwy：せん断補強鉄筋の引張降伏強度，である。

 (5a)

 (5b)

ただし，pw＜0.002となる場合は pw＝0とする。
ここに，Vd：せん断圧縮破壊耐力（N），r：支圧板の部
材軸方向長さ，である。

 (6)

ここに，Vwc：せん断力に対する腹部コンクリートの斜
め圧縮破壊耐力（N），である。

2. 2　a/d に対する連続性の検証
　図 1に，a/dの変化に伴う Vyd，Vdd，Vyおよび Vdの算
定結果を示す。図 1（a）には，図に示した諸元でせん
断補強鉄筋を配置しない（pw＝0）場合を示した。Vyの
うちの Vcと Vdは実験で得られたせん断耐力の平均値を
算定する式であるが，a/d＝4.0で算定値が一致し，それ
よりも a/dが小さい領域では Vdの方が大きくなってい
る。これはよく知られているように，スレンダーな（a/d 

の大きい）棒部材のせん断破壊は斜めひび割れの発生後
ただちに耐力を失うのに対し，ディープな（a/dの小さ
い）棒部材では斜めひび割れ発生後も耐荷機構が変化し

Vdd = (βd･βn +βw) βp･βa･fdd･bw･d / γ b

fdd = 0.19 f ’cd (N/mm2)

βw = 4.2 3 100 pw･(a/d－0.75) /  f ’cd≧0

βp = (1+ 100pc )/2≦1.5

βa = 5/{1+ (a/d )2}

pw = Aw / (bw ⋅ ss) 

Vwcd = fwcd･bw･d / γ b

fwcd =1.25  f ’cd

Vy = Vc + Vs

Vc =0.20･(pc･f’c)1/3･(d/1000)-1/4･{0.75+1.4/(a/d)}･bw･d

Vs = { Aw･fwy･(sinαs + cosαs) / ss} ⋅ z

0.24･k･f’c2/3･(1+ 100pc)･(1+3.33r/d)
1+(a/d)2Vd = bw･d

k =1+7.4 3 100pw･(a/d－0.75) / f’c2/3

Vwc = (1.04 +21pw) f’c･bw･d

図1　せん断耐力算定値の a/d に対する連続性
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て耐力を保持し，さらに大きな荷重に耐えうるためであ
る。しかし，これらの中間的な領域ではどちらの破壊形
態になるのか明確ではなく，設計においては安全側の措
置として，やや a/dの小さい領域でも Vyをもとにした
算定方法が用いられ，平成 16年版標準では a/d＝2.0を
その境界としていた。設計で用いられる Vydと Vddは，
図に示すように a/d＝2.6で算定値が一致し，a/d＝2.0で
は不連続となるがその差はそれほど大きくない。そして，
1995年兵庫県南部地震以前の設計に一般的であった pw

＝0.2%程度の領域ではさらに差が小さく，a/d＝2.0程
度ですりつくようになっていた3）。
　しかし，1995年兵庫県南部地震を契機として耐震設計
が見直されたことにより，せん断補強鉄筋比を大きくし
たり，高強度鉄筋を用いたりするなど，実構造物の諸元
に変化が生じた。図 1（b）は，最近設計された RCラー
メン高架橋を参考に，せん断補強鉄筋が多量に配置され
た場合（pw＝1.6%）を想定して試算した結果である。a/d 

＝2.0の Vydと Vddの算定値は大小関係が逆転して差が大
きく（Vyd/Vdd＝2.5）なるとともに，いずれの a/dにおい
ても Vyd＞ Vddとなっている。これは，Vddが式 (2c)に
示すようにせん断補強鉄筋比の 3乗根に比例する程度の
補強効果しか得られないのに対し，Vydは式 (1c)に示す
ようにせん断補強鉄筋量に比例して Vsdが増加すること
による影響のためである。この違いは，実際にせん断補
強効果が異なることも考えられるが，Vydに関してはせ
ん断補強鉄筋が多量に配置された場合の補強効果に関す
る検討が不足していることも要因である可能性がある。
　ところで，Vydに関してせん断補強鉄筋に高強度鉄筋
を用いた場合にせん断補強効果に上限があることが明ら
かにされているが10），せん断補強鉄筋を多量に配置した
場合にも上限が存在することが想定される。そこで，
Vydに関して，せん断補強鉄筋量やせん断補強鉄筋の強
度の増大による補強効果を検証し，このような領域のせ
ん断耐力を明らかにすることとした（3章）。
　また，図 1より，実験式（Vy，Vd）と設計式（Vyd，
Vdd）の差，すなわち実線と破線の差が a/dによってかな
り異なっているが，これは，実験式 Vdで考慮されてい
る支圧板の部材軸方向長さ rが，設計においては設定困
難であることから設計式 Vddにおいては rがパラメータ

とならないように，安全側に簡略化されていることが要
因の一つとなっている。しかし，実験式から設計式に変
換する過程で算定精度に違いが生じるようであれば，実
験式において a/dに対する連続性が確保されていたとし
ても，設計式においては不連続となることとなる。そこ
で，Vddにおける実験式から設計式への簡略化について
再検討することとした（4章）。
　さらに，Vddはせん断圧縮破壊，Vydは斜め引張破壊9）

といった，異なる破壊モードごとに構築された式である
が，破壊モードは a/dだけでなく，鉄筋量なども影響す
ると考えられる。したがって，Vddと Vydの適用を a/d＝
2.0で固定して区別していることも，Vddと Vydの連続性
に影響を及ぼしていると考えられることから，Vddと Vyd

の適用区分について検討することとした（5章）。

3．Vyd におけるせん断補強効果の検証

3. 1　高強度鉄筋のせん断補強効果
3. 1. 1　検討概要
　せん断補強鉄筋に高強度鉄筋を用いた場合，鉄筋が降
伏する前にせん断破壊に至る場合があることから，Vy

の算定にあたってせん断補強鉄筋の降伏強度 fwyの上限
を 25f ʼcとすることで，実験値と良好に整合することが
既往の研究10）で明らかにされている。検討時点において，
せん断補強鉄筋の降伏強度の規格値が 800N/mm2を超
える実験データが少なかったが，その後，SD1275相当
（降伏強度の規格値が 1275N/mm2）を用いた実験の知
見が得られたことから，これらのデータを加えて Vyに
おける fwyの上限について検討した11）。なお，SD1275
相当とは，令和 5年版のコンクリート標準1）の付属資料
2-1に適合する鉄筋を意味するが，JIS G 3112:2020に
定められていないため，相当と記載する。
　表 1に，せん断補強鉄筋に SD1275相当の鉄筋を用い
た供試体を示す。これに文献 10のうち高強度コンク
リートを用いた供試体を除く f ʼc＝22.6～55.2N/mm2の
データを加えた計 17体のデータを用いて検討した。い
ずれも単純支持された矩形断面 RCはりで，a/dは 3.0
（16体）と 3.83（1体）である。載荷は，一方向 4点
曲げ載荷とし，せん断力の最大値 Vuexpをせん断耐力の

表1　せん断補強鉄筋にSD1275相当の鉄筋を用いた供試体
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実験値として検討を行った。
3. 1. 2　検討結果
　図 2に，コンクリート圧縮強度 f ʼcと Vsexp/Vsの関係を
示す。Vsexpは，Vuexpから式 (4b)により算定した Vcを減
じた値とし，Vsは fwyを降伏強度の材料試験結果とした
式 (4c)により算定した。f ʼcが減少すると，Vsexp/Vsが小
さくなる傾向にある。f ʼc≦40N/mm2である供試体の多
くが Vsexp/Vs＜1.0となっており，せん断補強鉄筋は降伏
に至っていないものが多い。また，SD1275相当のせん
断補強鉄筋については，f ʼcが 40N/mm2より大きくなっ
ても降伏していないものがある。なお，pwと Vsexp/Vsに
は明確な関係は認められなかった11）。
　図 3に，f ʼcと fwyexpの関係を示す。fwyexpは，Vsexpを用
いて，式 (4c)から逆算して算定したせん断補強鉄筋の
応力度である。図には，fwy＝ 400N/mm2（直線 A―B），
fwy＝800N/mm2（直線 C―D），fwy＝ 25f ʼc（直線 E―F）
を併記した。f ʼc＝20～32N/mm2でせん断補強鉄筋が降
伏していないものは，f ʼcの低下に伴い fwyexpが減少する
傾向にある。これに対し，直線 A―Bでは全ての範囲で
実験値を過小に算定し，直線 C―Dでは 20～32N/mm2

の範囲において実験値を過大に算定した。一方，直線 E
―Fは，f ʼc＝20～32N/mm2において，f ʼcの低下に伴っ
て fwyが減少する傾向および SD1275相当のせん断補強
鉄筋が降伏に至っていない現象を概ね再現できている。
　図 4に，fwy≦25f ʼcを考慮した場合の f ʼcと Vuexp /Vyの
関係を示す。せん断補強鉄筋に SD1275相当の鉄筋を用
いた場合でも，fwy≦25f ʼcの上限を設けることによって，
実験結果を概ね算定できると考えられる。

3. 2　せん断補強鉄筋量と補強効果の関係
3. 2. 1　検討概要
　図 5に，斜め引張破壊（diagonal tension failure）また
は a/d≧2.5でせん断破壊したと報告された矩形断面 RC
はりの既往の実験結果における pwの分布を示す12）。収
集した範囲では，pwは最大でも 0.72%であり，多くの
供試体が pw＜0.4%である。しかし，近年でよく見られ
る pwが 1.0%を超えるようなせん断補強鉄筋を多量に

配置した領域のデータは得られていない状況であった。
　一方，従来の設計においては，せん断補強鉄筋を多量
に配置した RC棒部材として薄肉断面 I形 RCはりを想
定しており，これを対象とした実験結果8）から導かれ
た13）斜め圧縮破壊耐力 Vwcdによりせん断耐力が過大に
ならないように考慮されていた。しかし，Vwcdは矩形断
面 RCはりに関しては，せん断耐力を過大に算定する傾
向が明らかにされたため14），矩形断面の場合におけるせ
ん断耐力の算定方法を検討する必要が生じていた。そこ
で，せん断補強鉄筋を多量に配置した単純支持矩形 RC
はりの載荷実験を行い，せん断耐力およびせん断破壊性
状を実験的に検証した12）。
　図 6および表 2に，供試体諸元を示す。供試体は，a/d 

＝3.0であり，pwが異なる RC308および RC313の 2体
である。せん断補強鉄筋は，RC308には D13を，
RC313には D16を 100mmの間隔で配置した。したがっ
て，RC308および RC313の pwはそれぞれ 0.84%，
1.32%，pw･fwy/f ʼcはそれぞれ 0.08および 0.11となる。
載荷は，図 6に示す載荷点および支点位置での一方向 4
点曲げ載荷とした。
3. 2. 2　実験結果
　図 7に，RC313の破壊が生じた左スパンのひび割れ
状況の例を示す。図中の数値はひび割れ発生時のせん断
力を示す。曲げひび割れが発生した後，V＝180kNで斜

図2　コンクリート強度の影響 図3　f  ’c と fwyexp の関係 図4　せん断耐力の算定精度（fwy≦25f  ’c）

図5　既往の実験における pw の分布（a/d≧2.5）
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めひび割れ①が生じ，V＝430kNで斜めひび割れ②が発
生した。その後，斜めひび割れ③が発生し，①と③が圧
縮鉄筋に沿って進展し，左載荷点の近傍でコンクリート
が剥離，圧壊し，せん断力が低下した。なお，RC308
も RC313と同様の性状であった。
　図 8に，せん断力 (V)と支間中央のたわみの関係を示

す。RC313のせん断補強鉄筋が初降伏する時のせん断
力および Vuexpは，RC308よりも大きくなった。なお，
いずれの供試体も，引張鉄筋は降伏していない。
　図 9に，V＝Vuexpにおけるせん断補強鉄筋のひずみ分
布を示す。1つのせん断補強鉄筋に対して複数計測して
いるもの（図 6参照）については最大値を示した。降伏

表2　供試体諸元

図8　せん断力と支間中央のたわみの関係 図9　せん断補強鉄筋のひずみ分布

図6　供試体諸元と鉄筋ひずみの計測項目（単位：mm）

図 7　ひび割れ発生状況（RC313（支間中央たわみ27mm））
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したせん断補強鉄筋の本数は，pwの大きい RC313が 7
本で RC308の 8本よりも少なく，降伏していない鉄筋
のひずみも RC313の方がやや小さい傾向にあった。
　表 3に，実験で得られた Vuexpと，Vyおよび Vwcの算
定値を示す。Vyおよび Vwcにおける f ʼcおよび fwyは，材
料試験結果を用いて算出した。pwが比較的小さい領域
（pw＜0.4%）においては，図 5に示したように Vuexp/Vy

が 1.0を幾分上回るものが多く存在するが，pwが比較的
大きい本実験結果では，表 3に示すように Vuexp/Vyが
RC308では 1.02，RC313では 0.96となり，pwによっ
て傾向が異なる結果となった。これは，pwを大幅に増
やしても Vyで算定されるほどのせん断補強効果が得ら
れないことを示唆している。なお，RC313の Vuexpと，
曲げ耐力Mu

1）に達したときのせん断力 Vmuの比 Vuexp/Vmu

は 0.74であり，軸方向鉄筋の降伏や等曲げ区間におけ
る圧縮縁コンクリートの圧壊も発生していないことか
ら，曲げ破壊は生じていないと考えられる。
3. 2. 3　せん断補強鉄筋による補強効果の限界
　文献14）15）では，単純支持または両端固定支持された
RCはりにおいて，せん断補強鋼材を多量に配置すると，
せん断補強鋼材が降伏する前に，圧縮側コンクリートの
せん断圧縮破壊でせん断耐力が支配されるようになり，
Vy（Vyd）の算定値までせん断耐力が増加しないことが
非線形有限要素解析によって示されている。これを模式
的に示したのが図 10であるが，せん断補強鉄筋が鉛直
に配置された RCはりにおいて，Vsdで考慮できる pwと
fwydを式 (7)で考慮することで，せん断力の最大値 Vuを

適切に安全側の算定ができると報告している。

 (7)

　すなわち，図中に示す Vsdの上限は，pw＝ Aw/（bw・ss）
と αs＝π /2，および式 (7)を考慮して，式 (8)で算定できる。

 (8)

　表 3に，式 (8)を考慮した Vyである Vy
＊を併記した。

pw･fwy/f ʼc＞0.10である RC313の Vuexp/Vy
＊ は 1.05とな

り，pw・fwy/f ʼc≦0.1を考慮することで，pw＝1.32%の
Vuexpを安全側に算定できることがわかった。
　なお，RC313の Vuexp/Vwcは 0.63となり，Vwcは Vuexp

を過大に算定する結果となった。前述したように，Vwc

は薄肉断面 I形 RCはりの実験結果から導かれたもので
あるが，矩形断面の場合はフランジの断面幅が増すこと
で載荷点付近が補強された，言わば形状効果が存在する。
本実験では，載荷点における支圧板近傍のコンクリート
の圧壊で Vuexpに達したことを考慮すると，せん断補強
筋量が多い矩形断面 RCはりに対して，Vwcでは，想定
している破壊性状の違いから Vuexpを精度よく算定でき
なかったと考えられる。
　図 11に，既往の実験結果 Vuexpと式 (8)を考慮した Vyd

の比較を示す4）。ここでは，a/dに関わらず，収集した
矩形断面 RCはりと比較している。部材係数はコンク
リート標準に従って考慮しているが，材料係数は 1.0，

pw ⋅ fwyd/ f’cd≦0.1

Vsd = pw ⋅ fwyd ⋅ bw ⋅ z / γ b≦ 0.1 f’cd ⋅ bw ⋅ z/ γ b

表3　実験結果と計算値の比較

図11　式 (8) を考慮したVyd と実験結果の比較図10　せん断補強量に伴うせん断耐力の変化16）
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材料強度には材料試験結果を用いている。また，fwyd≦
25f ʼcdを併せて考慮している。式 (8)を考慮した Vydは，
せん断圧縮破壊した供試体を含む，全ての実験結果に対
して Vuexp/Vyd＞1.0となることを確認した。すなわち，
pw・fwyd/f ʼcd≦0.1と fwydの上限を考慮することで，Vydは
直接支持されるあらゆる棒部材のせん断耐力を安全側に
算定できる算定式と考えることができる。
　なお，pw・fwyd/f ʼcd≦0.1は，単純支持または両端固定
支持され，せん断補強鋼材は部材軸と直交するように，
軸方向鉄筋は圧縮側と引張側で等量配置された矩形断面
RCはりに対して，コンクリート圧縮強度 f ʼc＝30，  
50N/mm2，有効高さ d＝0.9，2.8m，a/d＝1.5，3.0，せん
断補強鋼材の降伏強度 fwy＝345，785N/mm2とした非線
形有限要素解析によって定められたものである14）15）。し
たがって，この支持条件や荷重条件，コンクリート圧縮
強度，構造諸元と異なる場合には，非線形有限要素解析
や実験的検討等によってせん断耐力を算定するのがよい
が，特別な検討を行わない場合には，pw･fwyd/f ʼcd＝0.1と
したせん断補強鉄筋量を上限として Vsdを算定してもよい。

4．Vdd における支圧板の影響の再検証

　式 (5)に示したせん断圧縮破壊耐力 Vdの算定式は，
実験から導かれたため，支圧板の部材軸方向長さ rがパ
ラメータとなっているが，前述したとおり，設計におい
てはこれに相当する値を特定できないため，式 (2)では
r/d＝0.05として安全側に簡略化されている17）。また，
式 (2)は式 (1)との整合性に配慮して，式 (5)と異なる
形で dおよび f ʼcdの影響が考慮されている。しかし，こ
れらの影響で過度に安全側となっている可能性があるた
め，式 (2)の修正を試みた。
　r/dの効果以外について，従来と同様に修正した設計
せん断圧縮破壊耐力 Vdd_rを式 (9)のとおり示す。

 (9a)

 (9b)

　図 12に，Vdd_rと既往のせん断補強鉄筋を有する供試
体4）の Vuexpの比較を示す。Vdd_rの部材係数 γbにより 
Vuexp/Vdd_r＞1.0とするためには，図 12の Vuexp/Vdd_rの最
小値の逆数から，せん断補強鉄筋を有する RCはりでは
γb＝1.5，せん断補強鉄筋を用いない RCはりでは γb＝1.9
が必要になる。
　次に，rが不明な実構造物に対し，式 (9)からの r/d
の除去方法について再検討する。図 13に，r/d＝0.10を
代入した Vdd_rとせん断補強鉄筋を有する供試体の Vuexp

の比較を示す。γʼbは従来2）と同じ 1.2としている。せん

断補強鉄筋を有する RCはりに対しては，実験における
r/dの最小値である 0.10としても，γbは 1.2を保持した
まま Vuexp/Vdd_pw＞1.0となることが確認できる。したがっ
て，r/dが不明な RCはりの設計せん断圧縮破壊耐力は，
式 (9)において，γb＝1.2，r/d＝0.10とした式 (10)の
Vdd_pwで算定できる。

 (10a)

 (10b)

　せん断補強鉄筋を用いない RCはりに対しては，実験
結果のばらつきを考慮して，式 (2)の Vdd（βw＝0）とする。
　なお，図 13では，pw＞1%となる供試体が 17体含ま
れている。また，pwが大きい領域では pwの増加に対す
る Vdd_pwの増加割合は小さいため，βwに pwに関する上
限は設けていない。

5． a/d に対する連続性を考慮した設計せん断
耐力算定法の提案と検証

　図 11から，pw・fwyd/f ʼcd≦0.1を考慮した Vydは，a/dの
大きさに関わらず，Vuexp/Vyd＞1.0となることを確認した。
また，図 13から，a/dが小さいせん断補強鉄筋を有す
る RCはりに対し，Vuexp/Vdd_pw＞1.0となることを確認し

Vdd_r = (βd･βn +βw) βp･βa･α･fdd･bw･d / γ b

α = (1+3.33r/d) / (1+3.33×0.05)

Vdd_pw = (βd･βn +βw) βp･βa･α･fdd･bw･d / γ b

α = (1+3.33×0.10) / (1+3.33×0.05)=1.14

図12　Vdd_r の精度の検証

図13　Vdd_pw と既往の実験結果の比較（pw＞0）
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た。これらの知見を整理すると，せん断補強鉄筋を有す
る RC棒部材の設計せん断耐力 Vudは，式 (11)のとおり
示される。

 (11)

　式 (11)の物理的な意味合いとしては，a/dが大きい場
合，トラス機構が卓越し，せん断補強鋼材（Vyd）または
斜め方向のコンクリート（Vwcd）のいずれかが力を伝達
しなくなることでせん断破壊に至るため，Vydと Vwcdの
最小値がトラス機構におけるせん断耐力となるが，a/d 

が小さい場合には，アーチ機構（Vdd）が卓越した耐荷
機構に変化し，いずれの耐荷機構も成立しなくなる状態
を破壊とみなせるため，これらの最大値がせん断耐力と
なるといったものである。なお，矩形断面 RC棒部材な
どにおいては，pw・fwyd/f ʼcd≦0.1を考慮することで，Vwcd

を用いた照査は不要であるが，一般に Vyd＜Vwcdとなり，
照査上問題にならないことから，式 (11)では特に断面
形状を区分せずに示した。
　図 14に，式 (11)により算定した Vudと全ての実験結
果 Vuexpの比較を示す。概ね Vuexp/Vud＞1.0であることを
確認した。
　図 15に，図 1（b）と同一断面の RCはりに対するせ
ん断耐力と a/dの関係を示す。Vudを用いることにより，

設計せん断耐力の不連続性は解消され，Vdd_pwと式 (8)
を考慮した Vydが a/d＝2.0付近で交差することがわかる。

6．まとめ

（1） Vydにおけるせん断補強鉄筋の降伏強度 fwyの上限
について，せん断補強鉄筋に SD1275相当の鉄筋
を用いた場合でも，コンクリート圧縮強度 f ʼcdの
25倍を fwyの上限とすることで，実験におけるせ
ん断力の最大値 Vuexpを概ね算定できることがわ
かった。

（2） Vydにおけるせん断補強鉄筋の量の上限について，
pw･fwy/f ʼcd≦0.1とすることで Vuexpを算定できるこ
とを実験的に明らかにした。また，せん断スパン
比 a/dが小さい実験結果を含め，pw･fwy/f ʼcd≦0.1と
することで，収集した 611体の単純支持 RCはり
に対し，Vuexp/Vyd＞1.0となることがわかった。

（3） 部材軸方向長さ rと有効高さ dの比 r/dを 0.10と
した設計せん断圧縮破壊耐力 Vdd_pwにより，収集
した 129体の a/dが小さいせん断補強鉄筋を有す
る RC棒部材に対し，Vuexp/Vdd_pw＞1.0となること
がわかった。

（4） pw･fwy/f ʼcd≦0.1とした設計せん断耐力 Vydと，r/d
＝0.10とした設計せん断圧縮破壊耐力 Vdd_pwに基
づく，従来の a/dによる適用区分によらない算定
式の適用方法を提案した。提案した適用方法によ
り，a/dに対する設計せん断耐力の不連続性を解
消できた。
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1．はじめに

　近年，大雨や短時間強雨の発生回数は増加傾向にあり，
降雨により鉄道盛土が被災する事例が増加している。降
雨量が運行規制値を超過した場合には，列車の運行を見
合わせ，運行再開前に沿線の点検を実施する安全確認が
行われる。その際に，盛土の被害が確認された場合には
復旧の要否が検討され，軽微な被害であればシート等に
より防護が行われる。中規模以上の被害で，なおかつ早
期の運行再開が必要な場合には，大型土のう等により盛
土断面を修復する応急復旧が行われる場合が多い。この
ような運行再開および復旧の要否は，技術者の経験に基
づき判断される場合が多く，検討の余地が残されている。
　既往の研究では，被災盛土および応急復旧した盛土の
性能を評価した検討はほとんど行われておらず，列車走
行が可能な条件は明らかにされていない。そのため，本
来は列車走行に対して性能を満足する被災盛土に応急復
旧を行う場合や過剰な仕様で応急復旧が行われる場合が
存在すると考えられる。
　以上より，本研究では被災盛土および応急復旧した盛
土を対象に，列車載荷時の盛土の安定および列車の繰返
し載荷による累積沈下特性を各種実験により検討した。
また，既往の安定解析手法による実験結果の再現解析を
実施し，被災盛土の復旧の要否や応急復旧時の仕様を迅
速に決定できる手法を提案した。

2．降雨により被災した盛土の安定性評価

　列車載荷時の安定性を評価するために，実物大盛土を
用いた降雨・載荷実験1）を実施した。また，降雨時の鉄
道盛土の安定性評価手法2）3）により，実験結果の再現性
を検証した。検証した安定性評価手法は，4章で実施す
る被災盛土の安定検討に活用する。

2. 1　降雨・載荷実験の概要
　降雨・載荷実験は鉄道総研が所有する大型降雨実験装
置により実施した。実物大盛土の概要を図 1に示す。実
物大盛土は幅 11.0m，奥行 6.0m，高さ 4.0mの在来線盛
土を想定しており，のり面勾配 1：1.5として，天端に
道床バラストを厚さ 0.70mで敷設した。盛土材料は，
鉄道構造物等設計標準・同解説（土構造物）2）（以下，設
計標準とする）において施工性の良い材料（B群材料）
に分類される稲城砂を用いて構築した。
　降雨・載荷実験では，時間雨量 30mm/hrの降雨散水を
断続的に与えて盛土の崩壊を促進し，盛土に一定の崩壊
が発生後，降雨散水を停止して列車荷重に相当する大型

降雨で被災した鉄道盛土の安定性評価と運行再開可否判断手法
佐藤　武斗＊　　松丸　貴樹＊　　伊藤　壱記＊＊　　尾崎　　匠＊

Method for Determining Resumption of Train Service on Railway Embankment Damaged by Rainfall

Taketo SATO　　Takaki MATSUMARU　　Kazuki ITO　　Takumi OZAKI

　Since the stability of railway embankments damaged by rainfall is not easily assessed, the need for temporary 
restoration is often determined by the inspectorʼs experience, or the damaged embankment is simply restored to 
its original shape. As a result, there are cases where temporary restoration is carried out with excessive 
specifications for embankments that meet the performance requirements for train operation. This study proposes 
a method to evaluate the performance of damaged embankments or temporary restoration embankments in terms 
of stability and settlement during train operation, and to quickly determine the resumption of train operation on 
the damaged embankment.
キーワード：降雨，盛土，安定，累積沈下特性，復旧

図 1　実物大盛土の概要
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＊＊　軌道技術研究部　軌道・路盤研究室
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土のうを載荷した。実験終了時の累積雨量は，3734mm
であった。載荷実験後には，大型土のうを撤去し，所定
の崩壊が発生するまで降雨散水を実施した。降雨による
盛土の崩壊は，のり尻までの崩壊（崩壊（小）），のり面
中腹までの崩壊（崩壊（中）），のり肩までの崩壊（崩壊
（大））を対象とした。

2. 2　列車載荷時における被災盛土の安定性
　各崩壊段階における載荷実験状況を図 2に，崩壊面の
スケッチを図 3に示す。図 2に示す通り，各崩壊段階
では列車荷重を模擬した大型土のうを載荷しても，外観
から視認できる崩壊の進行は見られなかった。図 3よ
り，各崩壊段階で確認された崩壊範囲は，いずれも載荷
実験における載荷端を起点とした 45度線よりものり面
側に位置していた。この 45度線は設計標準における列
車荷重の影響範囲である。列車荷重の影響範囲内には崩
壊範囲が及んでいない条件で載荷実験を実施したことに
相当する。
　各崩壊段階において，支持力特性と相関のある換算 N
値の深度分布を評価することで，崩壊の進行に伴う支持
力特性の変化について考察する。図 1に示す位置で実施
した簡易動的コーン貫入試験による換算 N値の深度分
布を図 4に示す。図中には，図 3に示した各崩壊段階
の崩壊高さを併記した。崩壊（大）では崩壊範囲がのり
肩まで及んだため，天端のみの実施とした。（a）のり肩
で確認された崩壊（小）および崩壊（中）の換算 N値は，
降雨散水前と比較して盛土下部付近で低下が見られた。
換算 N値の低下は，各崩壊段階の崩壊高さより 0.5m程
度低い位置を起点に，それよりも下部の範囲で見られた。
その一方で，（b）天端では，このような換算 N値の深度
分布の変化は見られなかった。（a）のり肩で確認された
換算 N値の低下は，崩壊に伴う拘束圧の低下に起因する
と推察されるが，天端では換算 N値の低下がみられな
かったことから，のり面の崩壊が天端直下の支持力特性

に及ぼす影響は些少であったと考えられる。
　降雨散水および載荷実験時ののり肩沈下量の時刻歴を
図 5に示す。図中には各崩壊段階で実施した載荷試験の
荷重履歴を併記した。のり肩沈下量は，崩壊（小）発生
時に 3.1mmの沈下が発生しており，列車荷重相当の載
荷により 4.1mmまで沈下が進行する。その後の崩壊の
進行および載荷試験により，6.1mmまで沈下が進行し
た。崩壊（大）においては，166.6kNを載荷した後は，
荷重を増加させて 236.6kNを載荷したが，沈下の進行
は些少であった。

図 2　各崩壊段階における載荷実験状況

図 3　崩壊面のスケッチ

図 4　換算 N 値の深度分布
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　以上より，本実験で確認された崩壊規模の被災盛土は，
列車相当の載荷に対しても一定の安定性を有しているこ
とが確認できた。

2. 3　安定解析による実験挙動の再現解析
　鉄道盛土の降雨時の安定解析手法を用いて，盛土の崩
壊範囲の再現性に関する検討を行った。安定解析では，
飽和－不飽和浸透流解析により得られた飽和度分布およ
び盛土内水位を考慮した解析モデルを使用し，円弧すべ
り安定解析2）3）を実施した。
　安定解析に使用した強度定数の一覧を表 1に示す。こ
こに示す強度定数は，降雨・載荷実験で使用した稲城砂
を対象に，飽和・不飽和三軸圧縮試験結果をもとに設定
した。この強度定数は飽和度 80，100%を閾値として設
定しており，飽和－不飽和浸透流解析により評価した飽
和度分布に各強度定数を適用することで，降雨浸透の影
響を考慮した安定解析モデルを構築した。
　安定解析に使用した粘着力の算定概要を図 6に示す。
不飽和状態の粘着力の算定にあたり，粘着力が安定解析
結果に及ぼす影響が大きいことから，飽和状態と不飽和
状態の内部摩擦角を近似的に等しいと扱うことで，不飽
和状態の粘着力を小さく評価した。つまり，図中に示す
通り，不飽和状態の内部摩擦角を飽和状態の内部摩擦角
φdと等しいと仮定した場合，得られる粘着力 cは不飽
和状態の内部摩擦角φnetが飽和状態よりも小さいと評
価した場合の粘着力 cnetよりも小さくなる。
　円弧すべり安定解析では，盛土体のみを解析対象とし，
道床バラストは分布荷重（10.2kN/m2）として考慮した。
載荷試験を模擬したケースでは，大型土のうを載荷した
範囲に分布荷重 29.2kN/m2を考慮した。
　安定解析結果の一例として，崩壊（中）発生時および
崩壊（中）・載荷実験時の安定解析結果を図 7に示す。
図中に赤線および橙線で示すすべり面は照査値 1.0を超
過し，当該すべり面で崩壊に至ることを示す。（a） 崩壊
（中）発生時では，崩壊（小）の断面形状の考慮により
実験で得られた崩壊形状と概ね整合するすべり面を再現
した。
　（b）崩壊（中）・載荷実験時では，載荷範囲に照査値 1.0
を超過するすべり面が発生しており，実験で確認された
載荷実験時において崩壊の進行が見られない挙動と異な
る結果が得られた。この原因について，①盛土材料の強
度評価法，②上載荷重の荷重分散の影響が挙げられる。
①について，一般的には不飽和状態の内部摩擦角は飽和
状態よりも若干小さく，粘着力が大きい傾向にあるが，
本検討では飽和状態と不飽和状態で内部摩擦角が等しい
と設定し，不飽和状態における粘着力を小さく評価した。
これは解析結果に及ぼす影響が大きい粘着力を小さく評
価することで，安全側の照査結果となるように配慮した

ためである。②について，上載荷重は地盤内では分散し
てすべり面に作用する応力は低下すると考えられるが，
安定解析では盛土を剛体と仮定して荷重分散を考慮して
いない。そのため，上載荷重がすべり力に及ぼす影響が

図 5　のり肩の沈下量の時刻歴

表 1　安定解析に使用した強度定数の一覧

図 6　安定解析に使用した粘着力の算定概要

図 7　安定解析結果の一例
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大きいと考えられる。このような要因により，載荷時を
対象とした解析結果は実験結果よりも安全側に評価した
と考えられる。

3．被災盛土・応急復旧盛土の累積沈下特性

　本章では，被災盛土および応急復旧盛土を模擬した模
型実験によって累積沈下特性を評価した結果を示す。ま
た，得られた知見は，4章に示す被災盛土の安定に関す
るノモグラムの対象とする崩壊範囲の設定や大型土のう
による応急復旧の標準仕様の決定に活用する。

3. 1　被災盛土の崩壊範囲に応じた累積沈下特性
　本試験では，のり面の崩壊を模擬した盛土模型を対象
に，繰返し載荷試験を実施した。盛土模型の概要を図 8
に示す。盛土模型の縮尺は 1/5であり，奥行方向の寸法
は 1.0m（まくらぎ 7本）である。
　載荷荷重に対する寸法効果は応力および地盤材料の強
度を考慮すると 3乗に比例することから，1/5縮尺に換
算すると，1台車分の載荷荷重（160kN/軸×2軸）は
320kN/53＝2.56kNとなる。一方，盛土材に用いた稲城
砂の土粒子間の粘着力（サクション）の影響については
縮尺の影響を考慮できないため，寸法効果を考慮した載
荷荷重でも変形量が小さくなることが懸念された。そこ
で，縮尺を考慮した変形が生じるように，1/5盛土模型
に対する静的線形弾性解析を実施し，まくらぎ変位が
0.2mm程度（実寸で 1.0mm程度）となる荷重 7.68kN
を模型試験に用いることとした4）。この目標変位につい
て，既往の研究では列車通過時の路盤変位（弾性変形）
が 1.0mm程度以上になると軌道変位進みが増加する傾
向5）を示すことから，崩壊した盛土模型に対する繰返し
載荷試験であること，およびバラスト道床の弾性変形は
相対的に小さく路盤変位とまくらぎ変位が近い値を示す
ことを考慮して，実寸でまくらぎ変位 1.0mmを目標変
位とした。
　本試験では崩壊を模擬した掘削範囲を変えて，6ケー
スの繰返し載荷試験を実施した。試験ケースに応じた盛
土の掘削範囲を図 9に示す。本検討では，同一の盛土模
型を用いてケース番号順に試験を行ったため，case 2以
降では前の試験の載荷履歴の影響を含んだ状態で評価し
ている。各試験ケースの載荷回数は，case 1～5までは
10万回とし，case 6はまくらぎの沈下量が大きく進ん
だことから 2万回で載荷中止とした。
　各ケースの最終載荷回数におけるまくらぎ沈下量とそ
の変位振幅を図 10に示す。なお，まくらぎ沈下量はケー
ス毎に 0mmにリセットしている。まくらぎ沈下量と変
位振幅ともに，case 1～4まで大きな変化が見られなかっ
たが，case 5，6ではまくらぎ沈下量と変位振幅ともに

顕著な増加が見られた。この結果より，道床肩部よりも
軌道側に盛土の崩壊が及ばなければバラスト軌道の累積
沈下量は極端に大きくならないことがわかった。

3. 2　大型土のうによる応急復旧盛土の累積沈下特性
　大型土のうによる応急復旧盛土において，繰返し載荷
に対する軌道沈下抑制効果を評価した。応急復旧した盛
土模型の外観を図 11に示す。本試験では，崩壊範囲の
異なる 2ケースの盛土に対して，大型土のうによる応急
復旧を実施した場合を想定した。試験ケースは，case 7
（盛土天端肩部までの崩壊），case 8（まくらぎ端部ま

図 8　繰返し載荷試験に用いた盛土模型の概要

図 10　各ケースのまくらぎ沈下量とまくらぎ変位振幅

図 9　試験ケースに応じた盛土の掘削範囲

図 11　応急復旧した盛土模型の外観（case 7）
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での崩壊）の応急復旧盛土である。大型土のうは，盛土
模型と同様に 1/5スケールで構築し，いずれのケースも
大型土のうを 2列配置した場合と撤去した場合につい
て検討した。
　崩壊側のまくらぎ端部の沈下量を図 12に示す。
　（a）case 7（盛土天端肩部までの崩壊）では，土のう
の設置の有無による沈下量に変化は見られなかった。そ
の一方で，（b）case 8（まくらぎ端部までの崩壊）では，
土のうを撤去すると，まくらぎ沈下量が 2倍程度まで増
加した。
　以上の結果より，まくらぎ端部まで盛土が崩壊しても
大型土のうを用いた応急復旧を行うことで，盛土の崩壊
領域が道床肩部まで達しない場合と同程度までバラスト
軌道の累積沈下を抑制できることが確認された。

4．降雨で被災した盛土の運行再開判断手法

　本章では，被災盛土の安定に関するノモグラム，大型
土のうを用いた応急復旧の標準仕様について検討し，そ
れらを活用した列車の運行再開判断手法を提案する。

4. 1　被災盛土の安定に関するノモグラム
　本検討では，列車荷重載荷時を対象に 2章で検証した
安定解析法を用いており，崩壊形状や盛土内水位等の現
場条件を変えて被災盛土の安定性を評価した。検討結果
は，図 13に示すのり面方向の崩壊距離とのり長の割合
である崩壊距離比および崩壊角の関係により，列車載荷
時に盛土が安定を満足する範囲を整理した。本検討では，
3章で確認されたのり肩までの崩壊規模であれば，列車
走行に伴う軌道の累積沈下が生じないことを踏まえて，
のり肩までの崩壊範囲を対象とした。
　列車載荷時の被災盛土の安定に関するノモグラムを図

14に示す。図中のプロットは安定解析を実施した条件
であり，円弧すべり危険度が 1.0以下で安定を満足する
条件を緑で，円弧すべり危険度が 1.0を超過し，安定を
満足しない条件を赤で示した。また，照査結果をもとに，
安定を満足する領域，満足しない領域を区分した。なお，

図 12　大型土のうによる応急復旧の沈下抑制効果

図 14　列車載荷時の被災盛土の安定に関するノモグラム

図 13　ノモグラムに使用した指標の概要
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安定解析にあたって，盛土材料の強度に関する土質諸数
値には，設計標準2）で土質 3に分類される既設盛土材料
の地盤材料試験結果をもとに，比較的安全側となる内部
摩擦角φ＝30度，粘着力 c＝5kPaを用いた。円弧すべ
り抵抗係数 frsは当該構造物が仮設構造物であり，徐行
運行することを勘案して frs ＝0.91とした。
　列車荷重載荷時を対象に土質条件・水位が不明な場合
を例にとると，盛土高さ 3mでは崩壊角が小さい場合に
列車運行再開時の安定を満足する領域が見られ，応急復
旧なしで列車の運行再開が可能となる。一方，盛土高さ
6mでは，いずれの崩壊距離比および崩壊角の組合せで
も安定を満足せず，応急復旧が必要となる。
　現地調査等により盛土情報が取得でき，水位が低いと
判断される場合や盛土材料の強度を大きく評価できる場
合には，土質条件・水位が不明な場合に比べて安定を満
足する領域が拡大し，応急復旧を不要とした列車の運行
再開に期待できる。

4. 2　被災盛土の応急復旧の標準仕様
　応急復旧が必要となる場合に，復旧仕様を簡易に設定
するために，大型土のうの配置に関する検討を実施した。
本検討では，大型土のうを用いた応急復旧盛土が列車載
荷時に作用する土圧に対して，滑動・転倒破壊に対する
安定6）7）を満足する大型土のうの配置について検討した。
　大型土のうによる応急復旧の標準仕様を図 15に示
す。盛土高さを変えて，土質条件・盛土内水位の情報の
有無に応じた 6ケースについて検討を実施した。土質条
件・水位が不明な場合には，盛土材料の内部摩擦角を
30度とし，盛土内水位は盛土高さの 1/3とした。盛土
材料の粘着力は考慮しないこととし，盛土内水位の影響
は，土のうに作用する水圧として考慮した。調査や試験

を行って現地の状況が良好と判断される場合には，実態
に合わせて応急復旧の標準仕様を検討した。例えば，水
位が低いと判明した場合には盛土内水位を考慮せず，内
部摩擦角が大きいと判明した場合には，盛土材料の内部
摩擦角φ＝35度として安定検討を実施した。安定検討
では滑動に対する許容安全率を 1.1とし，土のうに作用
する土圧と土のうの自重に起因した土のう底面の摩擦抵
抗の比較により照査した。転倒に対しては土のうに作用
する土圧と土のうの自重の合力の作用位置で照査してお
り，土のう底面の中央位置から底面幅の 1/3の範囲を許
容される偏心量とした。
　土質条件・水位が不明な場合に着目すると，いずれの
盛土高さにおいても土圧・水圧に起因した滑動に対する
安全率を確保する必要があるため，最下段の土のうの数
量を高さ 3mで 3列，高さ 6mでは 4列とする必要があ
る。一方，盛土内水位がない場合は水圧が土のうに作用
しなくなるため，高さ 3mの復旧盛土では大型土のうの
配置が土質条件・水位が不明な場合と変わらないものの，
高さ 6mの場合は 1列分土のうを削減できることがわか
る。また，盛土材料の内部摩擦角が大きく，内部摩擦角
φ＝35度とした場合は，土のうに作用する土圧が全体
として低減されるため，特に高さ 6mの盛土では上から
3～4段目の土のうの数量を 2列から 1列に削減できる
結果となっている。
　本選定表を用いることで現地の状況に応じた応急復旧
が可能となり，更に従来の復旧と比較して土のうの数量
を削減することができる。

4. 3　運行再開判断手法
　列車の運行再開判断手法を図 16に示す。本手法では，
盛土の高さおよび崩壊形状に応じて図 14に示したノモ

図 15　大型土のうによる応急復旧の標準仕様
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グラムを用いて，被災盛土が列車載荷時の安定性を評価
する。この際に，土質条件・水位が不明な場合を対象に
実施し，安定を満足しない場合には，盛土の情報が取得
可能か検討する。盛土内水位や盛土材料の強度等の情報
が取得できる場合には現地の状況に応じたノモグラムを
使用することで，実情に応じた応急復旧の要否を判断す
ることができる。応急復旧が必要となる場合には，図
15に示した標準仕様をもとに，応急復旧仕様を迅速に
決定することができる。
　なお，本提案手法は早期の運行再開を行うことを目的
としており，運行再開時には徐行とすること，降雨時の
運行規制値を通常よりも低減して運用することが必要で
ある。降雨停止後の盛土内の飽和度や水位は時間の経過
に伴い低下すると考えられるが，飽和度や水位が高い場
合には大きな沈下が発生する可能性があることに留意す
る必要がある。

5．まとめ

　本稿では，被災盛土や応急復旧した盛土を対象に，崩
壊形状に応じた安定性や列車走行を想定した繰返し載荷
に対する累積沈下特性を明らかにするとともに，応急復
旧の要否を判断できるノモグラムおよび応急復旧の標準
仕様を活用した運行再開判断手法を提案した。本手法の
活用により，降雨で被災した盛土の復旧の要否を迅速に
判断することが期待される。
　今後は応急復旧のみならず，本復旧の進め方や応急復
旧を経ない迅速な復旧方法についても検討を行い，「被
災盛土の復旧マニュアル」として取りまとめる予定であ
る。なお，本研究の一部は，国土交通省の鉄道技術開発
費補助金を受けて実施した。
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図 16　被災盛土の運行再開判断手法
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1．はじめに

　北海道や本州の日本海側などの積雪地帯の鉄道沿線の
地盤斜面（ここで，盛土のり面，切土のり面，自然斜面
を包括して地盤斜面と呼ぶ）では，融雪水の浸透を誘因
とした土砂災害が発生し，列車の運転に影響を生じた事
例例えば 2）が報告されている。ここでは積雪期に地震動の
外力によらず融雪または降雨の作用を誘因として生じる
土砂災害を「融雪災害」と定義する。融雪水は積雪の融
解によって発生し，降雨と同様に地盤へ浸透して地盤の
高含水化に寄与するため，積雪は基本的には長雨の様に
作用する融雪の発生源として斜面安定に不利な誘因をも
たらす存在となる。この様な融雪災害に列車が巻き込ま
れるリスクを低減する必要性から，これまで筆者らは融
雪災害の警戒基準の開発を目指して，気温等の気象情報
から 1時間ごとに融雪量を逐次解析評価し，降雨量に融
雪量を加算した指標を用いて融雪災害が発生しやすい時
期を定量的に評価する新しい警戒基準を検討してき
た3）。一方で，この様な新しい警戒基準であっても過去
の融雪災害事例の発生を適切に予知することが困難な場
合がある。本研究では，その原因の一つとして地盤斜面
上の積雪の影響に着目した。ここで，本研究では積雪が
残存する地盤斜面と積雪の総体を「積雪斜面」と呼ぶ。
融雪災害が発生する場合，図 1の様に斜面上に積雪が残
存する場合が多い。積雪は氷の結晶から，地盤は鉱物か
らなる不定形な粒状の堆積物であり，それぞれが重量，
透水特性，強度特性，変形特性を有する物体である以上，
融雪や降雨が積雪斜面に作用する場合に，積雪の有無は

透水問題や応力変形問題などに関連して地盤斜面の安定
性に何らかの影響を及ぼすものと想定される。筆者らは，
積雪環境で急激な融雪や季節外れの降雨が作用した場合
に，積雪が水路の通水を阻害して溢水する，あるいは積
雪荷重の影響が疑われる崩壊が鉄道で確認された経験を
踏まえて4），融雪災害において深い積雪は総合的に不安
定要因になると見なして，融雪量を指標とした警戒基準
を積雪深に応じて引き下げる補正方法5）を検討してき
た。一方，より合理的に積雪深に応じた警戒基準の補正
法を構築するためには，経験のみならず積雪が地盤斜面
の安定性に及ぼす影響を詳細に検証できる手段が求めら
れる。なお本論文は，文献１の一部を再構成したもので
ある。 

2．研究目的と内容

　本研究の目的は，積雪斜面に融雪や降雨が作用する状
態の地盤斜面において，積雪が斜面安定性に及ぼす力学
的な影響を検証することである。なお本研究では積雪下
の地盤斜面として盛土を設定する。本研究では，上記の
検証に必要な雪の力学特性に関する情報を収集する観点
から，室内試験として雪供試体を用いた定圧一面せん断

積雪が降雨・融雪時の盛土安定性に与える影響
高柳　　剛＊　　藤原　将真＊　　佐藤　亮太＊＊

Effect of Snow Cover on Embankment Stability during Rainfall and Snowmelt

Tsuyoshi TAKAYANAGI　　Shoma FUJIWARA　　Ryota SATO

　In this study, the effect of snow cover on slope stability was examined to evaluate the risk of snowmelt 
disasters more accurately. At first, strength characteristics of snow were obtained through laboratory tests. In 
addition to the laboratory tests, precipitation experiments were conducted on a snow-covered embankment 
model to observe the moisture response and deformation of the embankment. Furthermore, slope stability 
analysis using finite element method were conducted on the snow-covered embankment model. As a result, it 
was confirmed that restriction of the surface layer of embankment could slightly improve the effect of snow 
cover on the slope stability.
キーワード：融雪，積雪，土砂災害，維持管理，斜面安定解析

図1　積雪斜面（盛土）における崩壊事例1）
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試験を行う。さらに積雪斜面の模型に対する散水模型実
験を実施して盛土の挙動を観察し，これを踏まえて斜面
安定解析により積雪斜面の安定性を評価する。

3．積雪と地盤のせん断強度の把握

　本章では積雪斜面の安定性評価に必要となる雪，地盤
および両者の境界部の強度定数の取得などを目的とし
て，地盤工学分野で利用されている現場用一面せん断試
験機を利用して，様々な条件の雪や地盤の供試体を対象
として定圧一面せん断試験（図 2，図 3）を実施した結
果を報告する。ここで，実験ケースの条件は表 1に整理
して示す。一面せん断試験の供試体の条件設定の狙いと
しては「雪の含水状態」，「雪質」，「不撹乱試料と再構成
試料」，「せん断速度」，「雪・地盤境界」などの条件が強
度定数に与える影響を把握する点にある。

　一面せん断試験には，株式会社マルイ製の現場一面せ
ん断試験機「LST」に，データ収録可能な水平変位計お
よびせん断力計を設置し（図 2），融雪を抑制する目的
で低温室（室温 2℃）にて試験した。同試験機は直方体
状のせん断箱（断面積 100mm×100mm，高さ 50mm，
上下 2箱重ね合わせ）を備えている。
　雪供試体の準備として，塩沢実験所の屋外の積雪を材
料として採取している。積雪材料の採取に先んじて，積
雪の断面観測を行い，積雪の 10cm高さ毎にサンプリン
グを行い，雪質，雪の湿潤密度 ρstを確認し，さらに同
じ高さの積雪断面で誘電式含水率計により雪の重量含水
率 θmを，プッシュゲージにより硬度 PR6）を計測してい
る。「不撹乱」の雪供試体を採取する場合には，上記の
積雪の断面観測の結果に基づき適切な積雪層を選定し，
対象となる積雪にせん断箱（事前に雪中で冷却）を押し
込んでサンプリングした上で整形している。「再構成試
料」を利用する場合には，同一の積雪層から撹乱材料を
収集し，せん断箱内に投入された雪試料に対して静的に
締め固めて所定の密度に構築した。また「雪・地盤境界
部」のせん断強度を把握する実験ケースでは，下部せん
断箱に地盤を締め固め，上部せん断箱に雪の不攪乱試料
を配置した。なお地盤材料には「稲城砂」を適用する。
雪の含水率を変化させるケースでは，積雪試料に対して
予め加水を行っている。
　定圧一面せん断試験の基本的な手順としては，試験機
内に雪供試体を設置し，飽和ケースの場合には浸水箱を
冷却水で満たして供試体を飽和させ，供試体上部に載荷
板を配置し，その上から錘により垂直応力 σ（積雪深 2m
程度以下の垂直応力条件を想定して 0.6kPa，5.5 kPa，
10.4kPaの 3パターンを設定）を定圧で作用させた。な
お稲城砂については，地盤では積雪荷重を受ける点を考
慮して垂直応力条件を一部変更した。せん断においては
手動で試験機のジャッキを一定の回転速度で動作させ，
せん断箱（下位）に水平変位 Dを与えた。これにより，
供試体をせん断破壊させ，水平変位 Dとせん断応力 τの
関係を把握した。試験後の供試体の状況の例を図 3に示

図2　定圧一面せん断試験の準備状況

図3　定圧一面せん断試験後の供試体の例

表1　定圧一面せん断試験の条件および試験結果
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す。なお，本研究ではせん断応力 τについては，せん断
力 Tをせん断箱の断面積 Aで除することで算出してい
る。定圧一面せん断試験については，同一条件の供試体
で異なる垂直応力 σ（3パターン）ごとに 1回ずつ試験
し，垂直応力 σと最大せん断応力 τmaxの関係に整理し，
内部摩擦角φdおよび粘着力 cdを把握した。各実験ケー
スの内部摩擦角φdおよび粘着力 cdの値は表 1に整理し
て示される。
　ここで，雪と地盤の特性の比較の観点で，ざらめ雪（実
験ケース S-2）と稲城砂（実験ケース G-1）について，
異なる垂直応力 σ（3パターン）ごとに 1回ずつ試験し
た場合の水平変位 Dとせん断応力 τの関係を図 4に示
す。稲城砂（実験ケース G-1）は締固め度 Dc84%（最大
乾燥密度 ρdmax＝1.68g/cm3は JGS0711の A-c法による）
として，古い年代の既設盛土を想定して現在の鉄道盛土
の設計値（Dc90%以上，性能ランクⅢ）7）よりやや低い
値としている。この稲城砂は比較的密詰めに構築された
供試体であり，せん断応力は垂直応力に関わらず水平変
位 4mm程度（水平ひずみ 4%程度）でピーク値を示し，
その後は水平変位 Dの増加とともにせん断応力 τは
ピークアウトする。一方で，ざらめ雪（実験ケース
S-2）は水平変位 Dとともに緩やかにせん断応力 τが増
大し，垂直応力によらず概ね水平変位 10mm（水平ひず
み 10%）の比較的大変形の領域に至っても，せん断応
力の明瞭なピークを判断し難い点が特徴である。これは
積雪では氷粒子間の圧力が増加する場合に生じる焼結作
用が原因と想定される。また高いせん断応力は比較的に
大変形領域で生じるため，明確なピークの判断が困難な
場合には JGS 0561-2020定圧一面せん断試験の規格8）の
試験終了の水平ひずみ 12%を超える水平ひずみ 15%に
達した時点で最大せん断応力 τmaxに達したとみなした。
　ここで，本研究で実施した定圧一面せん断試験のうち，
代表的な最大せん断応力 τmax～垂直応力 σ関係を図 5に
示す。なお図中の凡例は表 1に対応する。ざらめ雪の含
水状態がせん断強度に及ぼす影響の検証として，ざらめ
雪で含水率の異なる S-2，S-3と S-4の 3ケースを比較
すると，S-4では低い垂直応力条件で最大せん断応力
τmaxの低下がみられるものの，その他の垂直応力条件で
は各ケースでほぼ同様の最大せん断応力 τmaxが発揮され
ている。これより融雪期後期の積雪で多く観測されるざ
らめ雪について，飽和状態かつ低拘束圧条件を除けば含
水状態による強度変化は大きくないものと評価される。
　次に不飽和状態のざらめ雪，稲城砂および雪・土境界
で発揮されるせん断強度を比較する観点で，S-2，G-1，
SG-1の事例を確認する。特徴として，ざらめ雪（S-2）
は稲城砂（G-1）より高い最大せん断強度を発揮し得る
ことが確認される。一方で，雪・土境界（SG-1）のせ
ん断強度が最も低い結果となっている。このため，例え

ば地表面上に植生など積雪と地盤の付着を高める要素が
存在しない場合には，雪・土境界が最もせん断強度に乏
しい理由から雪崩の破壊モードが選択され，雪と地盤の
付着が高い場合には地盤が最弱となり融雪災害のモード
が選択される可能性などが想定される。
　次に積雪強度のせん断速度依存性について，S-5と
S-6の比較を通じて検証する。本研究の実験条件の範囲
では，せん断速度が遅いケースでせん断強度が明瞭に向
上する様な状況は確認されず，明確な速度依存性は確認
されなかった。また表 1の S-1と S-2の内部摩擦角φd

および粘着力 cdの比較により，雪質がせん断強度に及
ぼす影響を確認すると，本研究ではしまり雪の方がざら
め雪より高い強度を発揮することが確認される。この事
から，雪質の変化は積雪の強度の変化の大きな要因にな

図5　最大せん断応力τmax～垂直応力σ関係

図4　せん断応力τ～水平変位D関係
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ることが確認される。
　不撹乱試料と再構成試料の比較の観点から，S-2と
S-6を比較すると，再構成試料（S-6）の方が，やや垂直
応力に対する最大せん断応力が低くなる結果が得られて
いる。原位置の不撹乱試料の方が，凍結等による氷粒子
間の固結を生じていることが理由の一つとして想定され
る。これは硬度 PRの観点からも確認されている（表 1）。
　以上，本章では定圧一面せん断試験により積雪の基本
的な強度定数を取得した結果を報告した。これより，積
雪はざらめ雪であっても，盛土表層に相当するような砂
地盤より高い最大せん断応力 τmaxを発揮し得ることを確
認した。

4．積雪斜面を対象とした散水模型実験

4. 1　実験概要
　本章では積雪斜面の不安定化メカニズムを把握する観
点から，積雪斜面（盛土）に一定の降雨が作用する状態
を模擬した模型散水実験を実施した結果を報告する。主
には積雪斜面の変形に着目するが，併せて散水時の盛土
内水分挙動について計測結果を比較した結果も参考まで
に報告する。

4. 2　実験方法
　本散水模型実験の積雪斜面（積雪深 Hs＝0.25mの実
験ケース）の模型の幾何学寸法およびセンサー類の配置

条件を図 6に示す。実験ケースの条件（積雪条件，地盤
条件，散水条件）を表 2に整理して示す。各実験ケース
の主な違いは，盛土上の積雪深（Hs＝0m, 0.125m, 
0.25m）である。比較の観点から，積雪を伴わない実験
条件（積雪深 Hs＝0m）も含まれており，この場合には
図 6の実験条件から積雪および積雪内に配置されるセ
ンサー類が除かれる。 
　今回の散水模型実験（図 7）では盛土を合計 2回構築
している。Case1-1は主に積雪なしの盛土の散水時の土
中水分挙動の観察を目的に実施し，のり尻に変状が生じ
た段階で散水を中断した。さらに同盛土の変状箇所を補
修して再利用し，Case1-2では積雪ありの盛土の土中水
分挙動と変状発生の関係を観察した。Case2-1は
Case1-1と比較する目的で，積雪ありの盛土の散水時の
土中水分挙動の観察を目的に実施した。さらに Case2-2
で同盛土を再利用し，積雪なしの盛土の変状と土中水分
挙動を観察した。また Case2-1では盛土が崩壊に至る前
に散水を中断したため，Case2-3では盛土の明確な崩壊
を目指して連続的に散水させたものの積雪の影響により
明瞭な崩壊に至らなかったために，Case2-4としてさら
に積雪を薄くした上で再度散水実験を実施した。
　盛土の構築方法について説明する。盛土の地盤材料で
ある「稲城砂」の物理特性を表 3に示す（締固め試験は
JGS0711の A-c法による）。この地盤材料を加水調整し
た上で剛土槽内に投入し，締固め度 Dc84%程度に相当
する乾燥密度を目標として均一に締固めて地盤を構築し
た。その後に，同地盤を高さ 1m，斜面勾配 1：1.2の形

図7　模型構築状況（Case2-1・画像左右反転）

表2　散水模型実験条件

図6　散水模型実験の寸法およびセンサー位置
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状の盛土に整形した（奥行き 1m）。なお斜面勾配は安定
性が低い既設盛土を想定して，現在の鉄道盛土の設計値
（1：1.5，性能ランクⅢ，高さ 9m未満）7）より急勾配な
条件としている。なお，この稲城砂による地盤の強度特
性は三軸圧縮試験（CD試験）より内部摩擦角φd＝35.0℉，
粘着力 cd＝6.3kPaが得られている。積雪の構築方法につ
いては，塩沢実験所の屋外で採取した雪試料（ざらめ雪：
粒径 2～5mm）を 1cm網目のふるいを通して空中落下
（平均落下高さ約 0.5m）で盛土上に散布した後に，所
定の積雪深に整形した。散水実験では，上記の各実験ケー
スの積雪斜面（盛土）に室内環境下（4～10℃）で融雪
期の季節外れの降雨を想定して，27mm/h相当の散水を
連続で与えた。なお散水については，散水の熱による積
雪の融解を低減する目的で，供給水を簡易な急速冷却器
を通過させることで 4℃まで低下させている。散水模型
実験中の主な計測項目は，土槽底部のマノメータによる
圧力水頭 hw，間隙水圧 pw，土壌水分計による体積含水
率 θである。ただし間隙水圧 pwは参考情報として取得
しており本報告では測定結果は示さない。また，斜面変
形を定点撮影による土槽側面写真から観測した。

4. 3　実験結果
　積雪斜面における浸透現象の実態として，積雪あり
（積雪深 Hs＝0.25m）の Case2-1における水分挙動を報
告する。具体的には，Case2-1の散水開始から 342min
までの散水期間のうち 4段階の体積含水率 θの空間分
布（コンター図）とマノメータ水頭 hw分布を図 8に示
す。さらに比較の観点から，積雪なしの Case1-1の散水
開始から 342min時点の結果を図 9に示す。図 8（d）
と図 9の比較より，本実験条件では積雪の有無はマノ
メータ水頭には大きな影響を与えていない結果となって
いる。なお図 9のマノメータM-3には気泡混入による
計測誤差が生じた可能性があり，解釈に留意されたい。
本実験条件で積雪が盛土への透水現象に与える影響が限
定的であった理由として，本実験で採用した積雪の雪質
が粒径の粗いざらめ雪（粒径 2～5mm）であり透水性が
高いこと，また積雪深も 0.25mと低い点を挙げる。一方，
自然界には「しまり雪」（粒径 0.5mm程度）など粒径が
より細かく透水性の低い雪質も存在し，この様な雪質の
層が介在する積雪においては，積雪表面に供給される雨
水や融雪水が積雪内を浸透して地表に到達するまでに一
定の時間を要する場合がある点には留意が必要である。
この様な，積雪深，雪質，融雪の影響が盛土内土中水分
挙動に与える総合的な影響を検証するためには，積雪斜
面をモデル化した浸透流解析によるさらなる検討が望ま
れる。
　続いて，積雪斜面の変形問題について考察する。図
10に盛土のり面（表面）の高さ 10cm位置の水平変位

表3　稲城砂の物理特性

図8　体積含水率分布とマノメータ水頭分布
（Case2-1）

図 9　体積含水率分布とマノメータ水頭分布
（Case1-1，経過時間 342min）

鉃道総研報告　Vol.38,  No.11,  2024 49



量 dh（図 7）とマノメータ水頭 hwの関係を示す。水平
変位量 dhは模型実験の側面写真を分析して取得した。
なおマノメータ水頭 hwは盛土のり尻のM-4とM-5を
代表値として採用している。これらの結果より，積雪あ
りのケースは積雪なしのケースと比べて，マノメータ水
頭 hwが大きく増加した場合に生じる盛土の水平変位量
dhの進行が積雪の影響によって抑制されていると理解
できる。
　積雪深さの異なる積雪斜面の変形モードの違いを把握
する観点で，図 11に Case1-2（積雪深 Hs＝0.25m）と
Case2-4（積雪深 Hs＝0.125m）を対象として，散水の結
果として生じる盛土模型の形状の変化を示している。積
雪が厚い Case1-2では積雪がもたれ壁に類似する拘束効
果を発揮し，盛土のり尻の浅いすべりによる土圧を受け
て積雪背面に圧縮の体積変化が生じているものの，積雪
表面に生じる変位は小さい。一方で積雪が薄い Case2-4
では積雪のり先が大きく変形し，盛土のり尻のすべりの
進行に引きずられて積雪全体が滑動した。散水を停止し
た後に確認された盛土の変状写真を図 12に示し，図
10，図 11を踏まえて積雪が盛土変状に及ぼす影響を考
察する。積雪なしの Case1-1と Case2-2では，共にのり
尻先端からのり長 45cmの位置で水平亀裂が生じてい
る。この亀裂は発生確認時点で進行性が確認されたもの
で，散水を停止しない場合には盛土のすべり破壊に至っ
ていたと評価される。一方で，厚い積雪で盛土のり面が
拘束された Case1-2と Case2-3では，上記の積雪なしの
ケースと比べてマノメータ水頭 hwがより高い条件でも，
実験中には明らかな進行性を伴う変形が目視では確認さ
れず，明瞭なすべり破壊には至っていないものと評価さ

れる。しかし Case1-2で散水後に積雪を撤去すると，の
り肩からのり面下方向に 35cmの位置に変状として水平
亀裂が確認された。これは，Case1-2では積雪の拘束の
影響を受けるため，砂地盤で生じる浅い局所的な変形が
進行せず，またざらめ雪は稲城砂と比べて高い粘着力 c

を有するため，積雪斜面全体で見た目上の粘着力が上が
り，より深い円弧すべりのモードが選択された可能性を
考える。積雪が薄い Case2-4ではのり尻の変状が進み，
最終的に融雪の影響で積雪が極端に薄くなった箇所（の
り中腹）から侵食を受けた土砂が流出したが，図 1の様
な積雪と地盤が共に破壊する明瞭なすべり破壊は生じな
かった。これらの状況から，積雪は盛土表層の小規模な

図10　マノメータ水頭（M4，M5）と水平変位量関係
※のり高10cm位置のり面の水平変位量

図11　積雪盛土模型の形状の変化

図12　のり面の変状形態（正面より）
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すべりや高含水化により泥濘化した土砂の流動をある程
度拘束する効果が認められる。

5．積雪斜面の斜面安定解析

　本章では有限要素法解析ソフトウェア PLAXIS 2Dを
用いて，積雪斜面の応力変形解析およびせん断応力低減
法による斜面安定解析を実施し，これにより積雪斜面の
安定性を検証した結果を報告する。
　解析モデルの幾何学形状，要素（メッシュ）形状，要
素の材料条件および境界条件は模型実験を参考とし，図
13に示す条件とした。さらに要素試験（保水性試験，
定圧一面せん断試験，三軸圧縮試験（CD試験）1））から
求められた積雪斜面の解析パラメータを表 4に，斜面安
定解析の条件を表 5に示す。斜面安定解析においては，
基本的には散水模型実験の条件を再現しつつ，盛土材料
の稲城砂の粘着力 c（内部摩擦角φをはじめその他のパ
ラメータは固定）と盛土内水位（今回はM-4位置の水
頭 hwを盛土内水位のベンチマークとする）を変化させ
た場合の，斜面変形モードおよび斜面安全率 Fsの変化
を確認する。
　解析手順としては，PLAXIS 2Dは応力変形解析と定
常解析の飽和不飽和浸透流解析であれば連成可能である
ため，まず盛土地表全面に降雨が作用する定常浸透流解
析について雨量条件を試行錯誤的に変化させて実施し，
表 5のM-4水頭 hw（4パターン）が得られる盛土内の
静水圧分布（盛土内水位）を再現する。これより得られ
る 4パターンの静水圧分布の情報を応力変形解析に引
継ぎ，4パターンの定常間隙水圧分布の条件における地
盤内応力を算出する。これらの応力および静水圧分布の
情報を引き継いでせん断強度低減法により斜面安全率
Fsを評価する（応力変形解析の段階で計算が収束せず
に終局状態に至った場合には，せん断強度低減法による
斜面安定解析は実施しない）。また雪の強度パラメータ
について，今回はざらめ雪を採用する。稲城砂について，
三軸圧縮試験（CD試験）で粘着力 cは 6.3kPaが得ら
れているものの，この粘着力 cでは小型模型実験でのり
尻に亀裂が生じた盛土内水位条件で斜面安全率 Fsは 1.0
を下回らず，一方で粘着力 c＝0.2kPaの条件で Fsは 1.0
を下回った。この誤差の原因の一つとして，稲城砂の三
軸圧縮試験の拘束圧条件は 5kPa～20kPaで実施してい
る一方，小型盛土模型表層ではより拘束圧が低く ,この
低拘束領域では粘着力 cはより低かった可能性を想定す
る。ここで稲城砂の粘着力の実態は c＝0.2kPaであると
仮定して，図 14に粘着力 c＝0.2kPaの条件における安
定解析 A（積雪なし，M-4水頭 hw＝0.27m）と安定解析
B （積雪あり，M-4水頭 hw＝0.27m）の条件における終
局状態の崩壊モードを変位増分 ΔUより示す。なお，前

図13　斜面安定解析の要素条件・境界条件

表4　解析パラメータ

表5　斜面安定解析条件

図14　変位増分絶対値∆Uの分布の比較（盛土内水位
あり，せん断強度低減法解析ステップ）
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者は事前の応力変形解析の結果として至った終局状態，
後者はせん断強度低減法の結果として終局状態に至った
状態を示している。この安定解析 A（積雪なし）の変形
モードは，4章の散水模型実験 Case1-1で確認された様
に（図 12），相対的にのり尻に大きな変位が生じている。
一方で，安定解析 B（積雪あり）では，のり肩周辺に相
対的に大きな変位が深く発現している。この変状モード
は散水模型実験 Case1-2の実験後に積雪を排除して確認
された変状の傾向と一致する（図 12）。
　ここで，表 5の条件に基づいて，斜面安全率 Fsに関
するパラメータスタディを実施した結果を図 15に整理
して示す。この結果より，散水により盛土内に水位が形
成されている条件（M-4水頭 hw＝0.18m，0.24m，
0.27m）では，安定解析 B（積雪あり）の条件の方が斜
面安全率 Fsは高くなる事が確認される。これは，図 14
の変形モードの違いから分かるように，積雪が盛土のり
尻の小崩壊を拘束しているために，積雪斜面の方が，斜
面安全率 Fsが高まっているものと判断される。一方で，
特異な事象として，盛土内水位が形成されていない条件
（M-4水頭 hw＝0m）では，積雪斜面の方が斜面安全率
Fsは低下する結果となった。その原因を確認する目的

で，図 16に盛土内地下水位が形成されていない条件
（M-4水頭 hw＝0mの条件）における，せん断強度低減
法による解析後の終局状態として，ひずみ増分 Δγの
分布を示す。ここで安定解析 B（積雪あり）を確認する
と，積雪と地盤の境界部に増分 Δγが卓越した領域が
確認される。すなわち，安定解析 B（積雪あり）の盛土
内地下水位が形成されていない条件では，積雪と地盤の
境界のすべり，いわゆる全層雪崩が最弱の破壊モードと
して選択された結果であると判断する。
　今回は盛土を対象として斜面安定性を検証し，その結
果として，積雪は融雪の影響を除けば概ね盛土安定性に
良好な影響をもたらす結果が示された。しかし，自然斜
面など斜面勾配や地盤表層の条件が異なる場合，のり肩
に積雪が厚く堆積して積雪荷重を作用させる場合などで
は，積雪が積雪斜面の斜面安定性に負の影響を及ぼす可
能性も想定される。今後，様々な条件の積雪斜面の安定
性を検証し，積雪が斜面安定性に有利または不利に影響
する条件を整理することで，融雪量を指標とした融雪災
害の警戒基準の開発において，現地条件と積雪深に応じ
た，より適正な警戒基準の補正方法が検討できるものと
考える。

6．まとめ

　本研究では積雪地域において融雪水および雨水を誘因
として発生する融雪災害の危険度を評価する観点から，
斜面上の積雪が斜面安定性に及ぼす影響を検討した。具
体的には，積雪の強度特性を室内試験により把握し，そ
の上で，積雪を伴う高さ 1mの盛土模型を対象とした散
水模型実験を実施し，盛土の水分応答および変状を観察
した。さらに，この積雪を伴う盛土模型を対象として，
有限要素法による斜面安定性解析（せん断応力低減法）
を実施した。その結果，以下の知見を得た。
・本実験条件の「ざらめ雪」は締固め度 Dc84%の「稲
城砂」（砂地盤）より高いせん断強度を発揮し得ること
を確認した。ただし，稲城砂では水平ひずみ 4%程度で
せん断応力のピークが得られた一方，ざらめ雪では水平
ひずみ 10%以上でピークが得られる事が多く明瞭な
ピークが得られない場合がある。これは積雪では氷粒子
間の圧力が増加する場合に生じる焼結作用が原因と想定
される。
・盛土上に積雪を構築した模型に対する散水実験を実施
した結果，盛土上に積雪を構築したケースでは，積雪が
無いケースと比較して散水によって生じる盛土のり尻の
変形が抑制される傾向を確認した。
・本研究で得られたざらめ雪の強度特性，変形特性，物
理特性を反映した斜面安定解析（せん断強度低減法）に
より，積雪斜面の模型の斜面安全率 Fsを解析した。そ

図15　せん断強度低減法より得られる斜面安全率 Fs，
模型盛土の粘着力 cおよびマノメータM-4位
置の水頭 hw の関係

図 16　ひずみ増分∆γの分布（盛土内水位なし）
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の結果，雨や融雪等の作用を受ける積雪斜面（盛土）で
は，融雪水は盛土を高含水化させるものの，積雪自体は
盛土の斜面安全率 Fsをやや向上させる場合があること
が分かった。
　ただし，今回は小型盛土模型を対象とした評価であり，
今後は本研究の成果を応用して，様々な条件の積雪斜面
を対象とし，融雪の作用や積雪による斜面の拘束等の影
響を受ける積雪斜面の安定性をより定量的に評価するた
めの検討を進めていく予定である。
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1．はじめに

　鉄道橋の列車通過時に発生する桁たわみは，橋りょう
の性能を表す代表的な指標であり，設計および維持管理
において広く利用されている1）。古くから地上からの桁
たわみの計測が行われてきたが，その計測には多大な労
力と時間を要する場合が多い。このような背景から，簡
易に列車通過時の桁たわみを計測する手法の開発が進め
られ，すでに多くの手法が実用化されている2）～5）。
　その中で，撮影機器の高性能化と低廉化，画像処理手
法の発展に伴い，ビデオカメラと画像解析による非接触
式の桁たわみ計測が注目されている。桁たわみの画像計
測は，橋りょうにターゲットを設置してその動きを追跡
することで変位を算出するターゲット方式と6），橋りょ
う表面のテクスチャを利用して変位を推定するノンター
ゲット方式に大別される2）7）8）。特にノンターゲット方
式は橋りょうにターゲットを設置するための高所作業や
線路内立ち入りが不要であるため，精度の検証だけでな
く，実際の鉄道橋での活用が既に進められている7）。
　ただし，これまで検討されてきた屋外での桁たわみの
画像計測手法は，十分な照度が確保できる日中に限定さ
れていた。一方，特殊車両の走行，入線検討，速度向上
試験などは営業列車の走行が終了した夜間に実施される
場合が多く，このような場合にはこれまで検討されてき
たノンターゲット方式の画像計測の適用が困難であ
る2）。このため，高所作業などを要する伝統的なリング
式変位計による計測が行われてきた。なお，近年では

LED式のターゲットを用いた画像計測手法も提案され
ているが，橋りょう上での電源確保やターゲットの重量
増加に伴う設置作業が問題となる場合もある。このほか，
ターゲットを設置せず，線路外から照明で計測対象橋
りょうを照らすノンターゲット方式の画像計測も考えら
れる。しかし，この場合は多くの照明設備が別途必要に
なるほか，撮影距離が遠い場合は照明設備のみで橋りょ
う表面を十分に明るくできない可能性も高い。したがっ
て，最小限の照明設備および電源不要の軽量かつ小型の
簡易なターゲットにより，夜間の桁たわみの画像計測が
可能となれば，これまで夜間に実施されてきた桁たわみ
計測を省力化できると考えられる。
　以上の問題意識のもと，本研究では夜間に実施可能な
ターゲット方式の桁たわみの画像計測手法について検討
した。具体的には，橋りょうの桁側面に設置するターゲッ
トとして再帰反射シール（以下，単に反射シールと記載）
を用いた上で，地上から LED照明を照射することで反
射シール部分の輝度を確保し，夜間における桁たわみの
画像計測を可能とする。地上の LED照明は，橋りょう
本体を明確に照らすほどの強度はないものの，反射シー
ルとそれ以外の場所を区別可能なコントラストを生成で
きる。このコントラストを利用して，デジタル画像相関
（Digital Image Correlation：DIC）法などの一般的な画
像処理手法により，反射シール位置の画像上の移動量か
ら桁たわみを計測できると考えられる。ただし，このよ
うなコンセプトに基づくターゲット方式の夜間の画像計
測手法の適用性について，実橋りょうで検証した事例は，
著者の知る限り存在しない。本稿では，在来線における
河川上の鋼鉄道橋を対象とし，日中は既存手法によって，

反射シールを利用した
在来線橋りょうの桁たわみの夜間画像計測

保木本　晟也＊　　松岡　弘大＊

Image Measurement of Bridge Girder Deflections on Conventional Line at Night with Reflective Stickers

Seiya HOKIMOTO　　Kodai MATSUOKA

　Image measurement of bridge girder deflection using a video camera has been used on actual railway. 
However, its applications are limited to daytime when illumination can be secured sufficiently. In this study, the 
authors investigated an image measurement method for bridge deflection at night using light, small, and simple 
reflective stickers in addition to a minimal amount of lighting equipment. As a result of the investigation, it was 
decided to make appropriate use of the contrast between the reflective sticker and the surroundings, and the 
effectiveness of the proposed method was confirmed by measuring the girder deflection of actual bridges on a 
conventional line. The result of the actual bridge measurement showed that the girder deflection of the bridge at 
a distance about 20 meters could be measured with the same accuracy as during the daytime.
キーワード：桁たわみ，画像計測，デジタル画像相関法，反射シール，橋りょう

 
＊　情報通信技術研究部　情報解析研究室

鉃道総研報告　Vol.38,  No.11,  2024 55

論 文



夜間は提案手法を用いて，列車通過時の桁たわみ画像計
測を実施した結果を報告する。また，反射シールと照明
を用いた夜間における画像計測精度を計測結果から検証
するとともに，得られた複数橋りょうの桁たわみの相対
比較による性能評価結果に関する考察についても述べる。

2．試験方法

2. 1　対象橋りょう
　本研究で計測対象とした橋りょう A，橋りょう Bお
よび橋りょう Cの側面図を図 1，写真を図 2にそれぞれ
示す。橋りょう Aから Cは河川を跨ぐ在来線単線区間
における全 5連の橋りょう区間のうちの 3連である。
いずれも橋長 13.4m，支間長 12.9m，桁高 1334mmの
鋼上路 I桁橋である。当該区間の列車通過速度は 60～
100km/h程度である。建設年代が古いため当該橋りょう
の詳細図面は残っていないが，過去の標準桁の一つであ
り全国に多く残っている達 680号 40フィート桁である
と考えられる。開床式で床版はなく，橋りょう上フラン
ジに木まくらぎが敷設され，その上にレールが締結装置
により固定されている。橋りょう Aおよび Bは両端支
承が橋脚上に設置されているが，橋りょう Cの終点側
支承のみ橋台上となっており，橋台上に端まくらぎが敷
設され，橋台裏のバラスト軌道に接続されている。

2. 2　使用機器
　夜間での桁たわみ計測を行うために，線路外からビデ
オカメラで撮影する場合，比較的大規模な照明設備が必
要であった。また，照明を設置可能な位置が橋りょうか
ら遠い場合や，橋りょうへの電源を要する機器の設置を

避けたい場合には，既存の手法の適用が困難である。以
上を踏まえ，本研究では桁に反射シールを設置したうえ
で，持ち運び可能な 1台の照明をビデオカメラと同様に
線路外に設置し，橋りょうを照射したうえで撮影を行った。
　本計測試験での使用機器は，カメラなどの撮影機器と，
ターゲット方式で必要な設備に分けられる。
2. 2. 1　撮影機器
　計測で使用した撮影機器の概要を表 1に示す。ビデオ
カメラは民生品のハンディカメラを使用した。同じ列車
走行時の複数橋りょうの桁たわみを計測するためここで
は 2台使用した。また，撮影距離が多少異なる橋りょう
Aと Bを比較的近い精度で撮影できるよう別の高解像
度カメラも利用した。高解像度カメラは映像作品製作用
のシネマカメラに望遠レンズを取り付けて使用した。こ
れらのカメラはいずれも三脚を用いて安定した地面に設
置し，60fpsで撮影した。さらに，カメラによる画像計
測との比較対象として，高精度で桁たわみを計測可能で
ある Uドップラー4）（UドップラーII）によるレーザ計
測も実施した。Uドップラーの詳細については文献 4を
参照されたい。以下では，それぞれについて表 1記載の
ID（ハンディカメラ：SC-1・SC-2，高解像度カメラ：
DC-1，UドップラーII：UD-II）で呼称する。

図1　対象橋りょうの側面図

図2　対象橋りょうの写真

表1　撮影機器の諸元
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2. 2. 2　ターゲットと照明
　図 3に橋りょう Bにおける日中と夜間の撮影状況お
よび照明の設置状況をそれぞれ示す。ターゲットには，
50×50mmのマグネットシートタイプの反射シールを
使用し，橋りょう Aおよび Bのウェブ上部に設置した。
設置は橋りょう上保守用通路から実施したため，線路内
立ち入りは必要となるが，高所作業車や足場設置は不要
である。照明は図 3（c）のような LEDライトを，橋りょ
う Aと Bの間の橋脚が照射範囲の概ね中央となる方向
で，橋りょうから 20mから 30m離れた撮影箇所の隣に
1台のみ設置した。照明の全光束は約 28,080lm，照射
角度は約 40°である。夜間は光量が少ないため，日中
の画像に見られた桁側面のボルトや補剛材などの特徴は
不明瞭である。しかし，反射シール箇所は照明により輝
度が十分に確保されており，反射シール以外の箇所との
明確なコントラストを確認できる。

2. 3　計測ケース
　表 2および図 4に計測ケースおよび各ケースでの機
器配置と撮影距離をそれぞれ示す。ケース 1およびケー
ス 2は，本試験環境での画像計測の基本的な精度を確認
するため，橋りょう Cを UD-IIと SC-2により計測した。

図3　�照明の設置状況および橋りょうBにおける昼夜
での反射シールの状況

表2　計測方法および使用機器と対象箇所

図4　各ケースにおける機器配置と撮影距離
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ケース 3およびケース 4では，反射シールを利用した
夜間画像計測の精度を確認するため，同種同方向の列車
通過時の橋りょう Bを日中および夜間で計測した。ケー
ス 3は日中，ケース 4は夜間である。以上により画像
計測および夜間計測の精度を確認したうえで，橋りょう
ごとの桁たわみ量の違いを把握するために，ケース 5で
は夜間に橋りょう A，B，および Cをそれぞれ DC-1，
SC-2，および UD-IIで計測した。

3．画像処理

　撮影した映像を画像に分解した後，DIC法2）6）により
画像内の任意箇所の桁変位を算出する。DIC法は，測
定対象物の模様のランダム性を利用して複数画像内の対
応箇所を抽出する手法であり，対象物の変位の算出に利
用されている。物体追跡の代表的な手法であり，橋りょ
うの変位推定以外にも金属片のひずみ計測等9）で数多く
の適用事例がある。本章では，具体的な画像処理手法に
ついて以下に説明する。

3. 1　ヒストグラム均等化
　コンクリート橋などの構造物を日中に撮影すると，コ
ントラストが低くなることがある。そのため，日中の画
像に対してのみ，反射シールとそれ以外の箇所とのコン
トラストを大きくするためにヒストグラム均等化を行
う。夜間の画像については，反射シールにより画像計測
が適用可能なコントラストが生成されるため，ヒストグ
ラム均等化は行わない10）。

3. 2　テンプレートマッチング
　図 5（a）に反射シールを含む桁側面の画像に対する
テンプレートマッチングの処理を示す。テンプレート
マッチングは，列車通過前の画像の一部を基準画像とし，
列車通過中の参照画像の中で基準画像と最も類似する箇
所を探索する手法である。基準画像の各移動位置での相
関値を求めることで 2次元相互相関関数が得られ，最大
値を取る位置を移動量として算出する。列車通過時の主
桁では，列車の影により画像上での明るさが変動する場
合があり，濃度差やその 2乗和を指標として用いると，
明るさの変化から類似度の算定精度が低下する可能性が
ある。そこで，本研究では各画素における輝度値から領
域全体における輝度値の平均を差し引いてから正規化し
た値である，零平均正規化相互相関 ZNCC（Zero-mean 
Normalized Cross-Correlation）6）をテンプレートマッチ
ングの指標とした。

3. 3　サブピクセル推定
　テンプレートマッチングで推定された移動量は 1ピ

クセル単位であるため，カメラの設置位置が橋りょうか
ら 20mを超えるような場合には，桁たわみの計測精度
として不十分となる場合が多い。そこで，サブピクセル
推定により 1ピクセル未満の移動量を推定する。図 5
（b）は，二次曲線で一次元の移動量をサブピクセル推
定した場合の相関値のグラフである。本手法では，二次
元の画像に対して移動量を計算するため，二次曲面を利
用したサブピクセル推定を行う。相関値が最大になる移
動量とその周囲 8画素の移動量における ZNCCに対し
て，最小二乗法による二次曲面のフィッティングを行い，
二次曲面で最大値を与える 1画素未満のサブピクセル
移動量を推定する。

3. 4　実寸値への変換
　画像から上記のサブピクセル推定により得られる変位
はピクセル単位で表されるため，実寸値への変換を行う。
ターゲット方式の場合はターゲットの寸法を用いること
で正確な換算が可能である。一方，ノンターゲット方式
の画像計測では，画像上の実寸値が既知かつ撮影中に寸
法が変化しない箇所による変換，もしくは事前のカメラ
諸元の入手，キャリブレーションおよび正確な撮影距離
が必要である。本研究では，反射シールを設置していな

図5　画像処理手法
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いケース 1および 2では橋りょうの桁高さ（1334mm），
ケース 3，ケース 4およびケース 5では反射シールの一
辺の長さ（50mm）を用いて変換した。

4．試験結果と考察

4. 1　画像計測とレーザ計測の計測結果の比較
　画像計測は，撮影環境や条件により日中であっても計
測精度が変化する。そこでまず日中における画像計測の
精度の確認を行うため，日中のケース 1およびケース 2
において，UD-IIおよび SC-2により計測された橋りょ
う Cの支間中央の変位を比較した。列車速度はいずれ
のケースでも 106km/h程度であった。ピクセルから変
位への寸法変換係数はケース 1，ケース 2でそれぞれ
1.68mm/pixelおよび 1.66mm/pixelであった。
　UD-IIおよび SC-2で計測されたケース 1およびケー
ス 2の桁たわみ波形および最大値を図 6に示す。SC-2
の波形は UD-IIの波形と良好に一致している。両ケー
スの各波形で記録された桁たわみ最大値もほぼ同様の値
（ケース 1では UD-II：2.57mm，SC-2：2.52mm，ケー
ス 2では UD-II：2.89mm，SC-2：2.93mm）であり，
その差はいずれも 0.05mm程度であった。一方，列車通
過時における 2つのカメラによる計測値の差の標準偏
差は，ケース 1で 0.12mm（0.75秒～3.50秒），ケース
2で 0.10mm（1.70秒～7.50秒）であり，桁たわみ最大
値の差は両ケースで標準偏差よりも小さかった。以上か

ら，今回の計測条件においても過去の研究結果2）6）と同
様に，少なくとも日中においてはビデオカメラによる画
像計測で，UD-IIと同程度の精度で桁たわみを計測でき
ることを確認した。

4. 2　日中と夜間での計測結果の比較
　画像解析による夜間の計測精度を確認するため，日中
と夜間で計測結果の比較を行った。日中計測のケース 3
および夜間計測のケース 4において同じ車種の 2両編
成列車がともに下り方向に通過した際に，両ケースで
SC-1により橋りょう Bの支間中央を計測した。SC-1
による撮影の様子は，図 3（a）および（b）の通りであ
る。日中計測のケース 3での照度は約 35,000lxであっ
たが，夜間計測のケース 4での照度は試験の都合上測定
していない。なお，乗車率や列車速度（ケース 3は
82km/h，ケース 4は 92km/h）の違いに起因する桁たわ
みの若干の相違が存在する。ピクセルから変位への寸法
変換係数は，ケース 3で 1.99mm/pixelおよびケース 4
で 0.56mm/pixelであった。ケース 4では橋りょう B全
体を広角に撮影したため，寸法変換係数は他ケースと比
較して小さくなった。
　ケース 3（日中）およびケース 4（夜間）の桁たわみ
波形および最大値を図 7に示す。3.1節で述べた通り，
日中の画像に対してのみヒストグラム均等化を適用して
いる。列車速度が異なるため位相が若干異なるが，列車
通過時の桁たわみ波形は概ね同じ傾向を示す。また，日
中と夜間で桁たわみ最大値の差は 2.3%程度（0.06mm）
と，4.1節で示した画像計測とレーザ計測の誤差程度で
あり，概ね一致していると言える。以上から，反射シー
ルと 1台の照明を使用することで，20m程度離れた橋
りょうの桁たわみを日中と概ね同等の精度で夜間でも計
測できることを確認した。

4. 3　3橋りょうでの比較
　4.2節の試験結果から，桁側面に反射シールを設置す
れば，1台の照明により夜間に桁たわみを日中と同程度
の精度で計測できることが明らかとなった。そこで，よ

図6　画像計測およびレーザ計測の比較（橋りょうC）

図 7　日中と夜間の計測結果の比較（橋りょうB）
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り簡易に計測できるようになった桁たわみを橋りょうの
維持管理に活用する事例として，カメラと Uドップラー
IIによる 3橋りょうの同時計測を行い，桁たわみの相対
比較による性能評価，および今後の調査の優先順位付け
について検討した。本研究では夜間計測のケース 5で，
貨物列車通過時に 3橋りょうを同時に計測した。対象橋
りょうは DC-1が橋りょう A，SC-2が橋りょう B，
UD-IIが橋りょう Cであり，計測箇所はいずれも支間
中央である。
　得られた桁たわみ波形および最大値を図 8および表 3
にそれぞれ示す。いずれの橋りょうでもほぼ同様の桁た
わみ波形が計測されていることを確認できる。また，い
ずれの橋りょうでも貨物列車の動力車である先頭車両通
過時に最大変位が記録された。貨物列車は旅客列車より
荷重が大きいため，ケース 1からケース 4と比較して
桁たわみも倍程度となっている。
　表 3最右列は，3橋りょうに対する桁たわみ最大値の
相対比較を示す。UD-IIにより計測した橋りょう Cを 1
とした場合，橋りょう Aは 3%（0.17mm）ほど小さく，
橋りょう Bは 5%（0.25mm）ほど大きい。これまでの
検証結果から，UD-IIと画像計測との差および，日中と
夜間の画像計測の差はいずれも 0.06mm程度以下であ
る。また，標準偏差は 0.1mm程度であるため，その 2
倍の 0.2mm以上で統計的に有意な差と言える。以上を
踏まえると，橋りょう Aと Cの差は有意とは言えない
が，橋りょう Bと Cの差（0.25mm），橋りょう Bと A
の差（0.42mm）は誤差とは言えず，橋りょうの状態も
しくは性能に起因するものと推察される。なお，これら
の橋りょうの形式および支間長は同一である。ただし，
橋りょう Aおよび Cには橋りょう上にレール継目が存
在するため，橋りょう Aおよび Cではレール継目通過
時に生じる衝撃力により桁たわみ最大値がレール継目の
ない橋りょう Bよりも大きくなる可能性がある。しか
しながら，実際には表 3に示すようにレール継目のない
橋りょう Bの桁たわみ最大値がもっとも大きいため，
橋りょう Bには他の橋りょう Aおよび Cにはない構造
的な特徴もしくは変状が想定される。なお，計測時に行っ
た外観目視では橋りょう Aの桁端部に腐食が確認され
たが，橋りょう Bおよび Cでは桁たわみを増大させる
ような変状は確認できていない。今後，橋りょう Bの
桁たわみが大きい原因を明らかにするため，支承部の浮
き・あおり11）などの詳細な計測および調査を行う予定
である。
　上記の例では各橋りょうで異なる計測方法を用いた
が，比較的安価かつ容易に設置できる民生品のビデオカ
メラを複数台使用すれば，従来は費用や労力の面で困難
であった複数橋りょうに対する桁たわみの計測および比
較が可能である。加えて，反射シールと持ち運び可能な

照明を使用すれば，夜間であってもビデオカメラによる
画像計測を実施できる。同時計測時は，上述の通り，各
橋りょうに対して車両側の条件はほぼ一致するため，橋
りょう間の性能の相対比較および詳細調査などの優先順
位付けが容易となる。

5．まとめ

　本研究では夜間におけるビデオカメラを利用した簡易
な桁たわみの画像計測を実施した。得られた知見を以下
にまとめる。

図8　貨物列車通過時の各橋りょうの桁たわみ計測結果

表3　貨物列車通過時の各橋りょう桁たわみ最大値
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・ 橋りょう側面に反射シールを設置することで，橋りょ
うから 20m程度離れた箇所に設置した照明およびビ
デオカメラにより，夜間でも列車通過時の 2.5mm程
度の桁たわみを 0.06mm程度の誤差で画像計測できる
ことを明らかにした。
・ 反射シールを使用することで橋りょう側面自体を撮影
可能な明るさを確保できない場合でも，反射シール周
辺の輝度分布を利用して画像計測が適用可能であるこ
とを確認した。
・ 同形式の 3橋りょうを複数カメラで夜間に同時計測す
ることで，同じ列車条件での対象橋りょう桁たわみの
相対比較が可能となることを示した。
　今回の計測時は雨風ともになく良好な撮影環境であっ
たが，雨天や強風時には依然として画像計測が適用でき
ない場合も多い。今後，風防など悪天候時に対応した撮
影方法に加え，オプティカルフロー推定などと合わせた
画像処理によるカメラや三脚の揺れの影響低減法につい
て検討していく。また，今回桁たわみが相対的に大きかっ
た橋りょう Bについては別途調査を実施し，その原因
を明らかにする予定である。
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1．はじめに

　電車線コネクタ（図 1。以下，「コネクタ」）は，架線
の線条間を電気的に接続し，電位差を解消することで電
線や金具に不要な電流が流れることを防ぐ金具である。
コネクタを構成するリード線には軟銅より線などの曲が
りやすい線条が用いられているが，列車通過時の架線振
動によって疲労断線する場合があり，コネクタを使用す
る上で長年の課題となっている。
　コネクタを含む電車線金具の疲労耐久性評価は JIS1）2）

に規定される振動試験に準拠して実施されてきた。ただ
し，JISの振動試験は主にボルトの緩みの確認試験とし
て定められたものであり，同試験に合格したコネクタで
あっても現場では疲労断線が発生している。また，その
加振条件は 1968年に旧 JRS（日本国有鉄道規格）とし
て制定されて以来変更されておらず，現在の列車高速化

に伴う設備仕様の変更などは反映されていない。このよ
うな状況から，コネクタの疲労耐久性を適切に評価する
ための試験方法の確立が求められている。
　そこで，コネクタの疲労耐久性を適切に評価する試験
方法として，コネクタの疲労形態に着目した 2種類の試
験方法である鉛直振動試験と水平振動試験を提案した。
これら試験の加振条件は，架線振動解析の結果を基に設
定した。本稿では，シンプル架線においてちょう架線と
トロリ線を接続するM-Tコネクタを例として，具体的
な試験方法について述べる。なお，以降の文中では，「ハ
ンガ」を「H」と略して表記する。

2．試験の種類

　コネクタの振動試験方法を定めるためには，実設備に
おけるコネクタの疲労形態を考慮する必要がある。図 2
に，架線の鉛直振動波形例と，過去の研究で報告された
2種類のコネクタ疲労形態3）を示す。なお図 2に示すよ
うなM-Tコネクタは，各形態ともリード線のイヤー際
において最大ひずみが生じる。
　1つ目の疲労形態は，コネクタが接続する線条間の鉛
直方向の振動変位の差（以下，「架線相対変位」）による
リード線の変形に起因する疲労である。これは主にパン
タグラフ通過の瞬間に発生する。図 3に，ある営業線に
おける架線の鉛直方向の振動変位の実測結果と，そこへ
コネクタを取り付けた場合のリード線ひずみの構造解析
結果3）を示す。架線相対変位とひずみの波形が一致して
いることから，架線相対変位がリード線の疲労に大きく
影響していることがわかる。
　2つ目の疲労形態は，コネクタの共振に伴うリード線
の変形に起因する疲労である。コネクタの共振は，列車

架線振動解析に基づく電車線コネクタの振動試験方法
小原　拓也＊　　山下　主税＊

Vibration Test Method for Connectors of Overhead Contact Line Based on OCL Vibration Analysis

Takuya OHARA　　Chikara YAMASHITA

　Electrical connectors connecting contact wires and messenger wires are sometimes subject to fatigue-failure 
due to vibration caused by train passage. It is therefore desirable to establish a method for evaluating the fatigue 
resistance of the connectors. Therefore, the authors proposed a test method consisting of two types of vibration 
tests that take into account the two fatigue factors of the connectors: the relative displacement of the contact wire 
and their resonance. The test conditions were determined by analyzing overhead contact line vibration using an 
OCL-pantograph simulation. Furthermore, the authors carried out vibration tests on real connectors and 
confirmed that the test results were consistent with the actual failure status of the connectors.
キーワード：電車線コネクタ，軟銅より線，振動試験，疲労，架線相対変位，共振

図1　電車線コネクタ
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通過後の架線の残留振動や，高架橋桁や電柱が振動する
場合に，架線の線条が水平方向に振動し，その周波数と
コネクタの固有振動数が一致することで発生する4）。共
振が発生するとリード線に著大な曲げひずみが多数加わ
るため，疲労により短期間で断線に至るおそれがある。
　本研究では，それぞれの疲労形態に対応する 2種類の
振動試験を以下のように提案した。
（1）鉛直振動試験（架線相対変位による疲労に対応）
　コネクタのちょう架線側を固定し，架線相対変位を模
擬してトロリ線側を鉛直方向に繰り返し押し上げた際の
疲労耐久性を評価する。
（2）水平振動試験（コネクタの共振による疲労に対応）
　M-Tコネクタの 1次振動モードを考慮して，コネク
タに水平方向（まくらぎ方向）の振動を与えた際の疲労
耐久性を評価する。
　なお，ここでいう「疲労耐久性」とは，各試験後のリー
ド線素線切れの有無を指す。以降の章で，評価の考え方
と具体的な試験方法を述べる。

3．架線振動の分析

　本章では，鉛直および水平振動試験の加振条件の根拠
となる架線振動について周波数や振幅の分析結果を示す。

3. 1　架線相対変位
　架線相対変位の周波数は，図 4中の式 (1)に示すよう

に，列車速度 vとハンガ間隔 lからなる式（v/l）で表さ
れる5）。
　図 4中のグラフは，上記の式と整備新幹線用シンプル
架線の振動周波数を解析した結果の比較であり，径間中
央については両者が概ね一致する（図 4のグラフ中の
①）。しかし，シンプル架線の支持点付近では，ハンガ
がちょう架線に対して浮きやすいため，実質的にハンガ
間隔が増加し，架線相対変位の周波数が低くなる傾向が
ある（図 4のグラフ中の②）。
　架線相対変位の振幅も径間内位置によって異なること
が報告されている3）。図 5は，整備新幹線用シンプル架
線における径間内位置と架線相対変位の振幅および周波
数の関係を示したものである。架線相対変位の振幅は，
周波数とは逆に支持点付近で増加する傾向がある。これ
は，支持点でちょう架線が固定されているため，ちょう
架線の振動変位が小さくなり，トロリ線とちょう架線の
振動変位の差が大きくなるためである。このように，径
間内位置によって架線相対変位の周波数や振幅の大きさ
が異なるため，鉛直振動試験の加振条件はコネクタを取
り付ける位置ごとに設定する必要があると考えられる。
　図 6は，現在国内で使用されている新幹線用シンプル

図2　コネクタにおける2種類の疲労形態と対応する振動試験方法

図3　架線振動波形およびコネクタ推定ひずみ波形3）

図 4　列車速度と架線相対変位周波数の関係
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架線における架線相対変位の周波数と振幅を架線－パン
タグラフ系シミュレーションにより算出した結果であ
る。第 5章では同図を用いた鉛直振動試験の試験条件設
定手順を述べる。ここで，鉛直振動試験における加振振
幅は，安全側に考えて架線に生じうる最大の架線相対変
位振幅を考慮して設定する必要があると考えられる。過
去の研究3）で，架線相対変位の振幅が大きくなる条件と
して「列車速度の増加」と「電車線張力の低下」が報告
されており，図 6におけるシミュレーション条件の列車
速度は営業最高速度を，張力は気温変化等により生じ得
る張力低下（－10%）を考慮している。同図から，先述
のとおり，支持点近くでは周波数が低く振幅が大きい傾
向が，また径間中央では周波数が高く振幅が小さい傾向
が確認でき，グラフ全体では右肩下がりの分布となるこ
とがわかった。表 1に，図 6から抽出したコネクタ取
り付け位置ごとの架線相対変位の周波数範囲を示す。

3. 2　架線水平振動
　本節では，共振によるコネクタリード線の疲労断線4）

が報告されている整備新幹線用シンプル架線区間かつ高
架橋区間の架線振動を分析対象とする。
　過去の研究6）で，高架橋へ入力される振動周波数は「走
行速度（m/s）／車両長（m）」が卓越し，この高架橋の振
動が電柱や金具等に入力されることがわかっている。水
平振動試験で考慮すべき架線の振動周波数範囲（以下，
「架線周波数範囲」）は，走行速度を 100～360km/hとし，
車両長を 25mとした場合，1.1～4.0Hzと算出できる。
　架線水平方向の振動振幅は，構造解析プログラムを用
いて算出した。図 7に，構築した架線モデルを示す。本
解析は，モデルの支持点箇所に電柱振動変位を入力して
架線水平方向の振動変位を算出するものであり，所内架
線設備における電柱加振試験を実施して解析結果の妥当
性を確認した（図 8）。解析結果の方がやや変位が大き
くなる傾向があるものの，解析値と実測値が概ね整合す

ることから，本解析は妥当性があるものと判断した。図
9に，高架橋区間の整備新幹線用シンプル架線における
架線水平方向振動の解析例を示す。架線モデルに入力す
る電柱振動変位は，高架橋と電柱の連成モデルによる構
造解析手法6）を用いて算出した。図 9の各グラフ中に引
いた破線は，それぞれのコネクタ取り付け位置における
最大振幅である。図 9より，架線水平方向振動は，ピー
クを示す振動数が電柱の固有振動数（2.5Hz）付近にあ
り，それ以外にも径間長に応じた架線の固有振動モード

図5　径間内位置と架線相対変位振幅・周波数の関係 図6　架線相対変位の周波数と振幅の関係

図7　架線構造解析モデル

図8　架線構造解析の妥当性確認

表1　架線相対変位周波数範囲（新幹線シンプル架線）
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に起因するピークが多数確認された。
　これら全てのピークに対応するため，各速度に応じた
架線周波数範囲内の水平方向加振振幅を，最大振幅で一
律に設定することとした（表 2）。

4．コネクタのひずみ周波数特性

　従来の JISの振動試験では，設置するコネクタの高さ
については記載がない。しかしながら，コネクタの高さ
によって周波数特性が異なることを考慮する必要があ
る。図 10は，高さの異なるコネクタにトロリ線押し上
げによる加振を与え，発生するリード線ひずみと周波数
の関係を構造解析により求めた結果である。図 10より，
ひずみのピークの周波数や大きさが，コネクタ高さに
よって変化することがわかる。これは，リード線の長さ
や傾き方によってコネクタの変形のしやすい周波数が変
化するためである。よって，振動試験で安全側の評価を
行うためには，想定されるコネクタ高さに対して，最も
ひずみが大きくなる加振周波数を設定する必要がある。

5．試験条件設定手順

　図 11に，提案する鉛直振動試験および水平振動試験
の実施フローを示す。ここでは例として，整備新幹線用
コネクタを 1H ～2H間に取り付けることを想定し，両
試験の試験条件設定手順を述べる。なお，整備新幹線用
コネクタを 1H～2H間（オーバーラップ箇所含む）に
取り付ける場合，コネクタ高さの選択範囲は 825～
1475mmである。

5. 1　鉛直振動試験
　試験条件の設定では，図 6に示した架線相対変位の周
波数と振幅の関係を用いる。以下にその手順を示す。安
全かつ実際の使用状況に即した加振振幅とするには，同
一周波数のうち最大振幅を通る線（図 6中の赤の実線）
上から値を設定すればよいと考えられる。以降，この線
の式を最大相対変位式と呼ぶ。
　対象コネクタの取り付け位置（1H～2H）における架
線相対変位の周波数範囲は，表 1より 6～16Hzである。
第 4章で述べたように，リード線ひずみの周波数特性は
コネクタ高さによって異なるので，安全側の試験とする
ためには，上記の周波数範囲で最もひずみが大きくなる
コネクタ高さ，およびそのときの周波数を選定する必要
がある。図 12は，選択範囲のコネクタ高さに対する最大
ひずみの周波数特性の解析結果である。この場合，6～
16Hzで最大ひずみとなるのは，高さ 1225mmのコネク
タ（周波数 7.1Hz）であるので，試験用コネクタ高さは
1225mm，加振周波数は 7.1Hzと選定し，加振振幅は最
大相対変位式から 30.8mm（=－2×7.1+45）と定まる。
　本試験の加振回数は，従来の JIS試験と同じく 2×106

図9　架線水平方向振動解析例

図10　コネクタ高さとひずみ周波数特性

表2　水平振動試験の加振振幅
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回以上とした。2×106回以上ならば一般的なコネクタ
の取替周期（8～15年程度）における通過パンタグラフ
数を上回ると考えられる。

5. 2　水平振動試験
　水平振動試験では，実設備と同様にコネクタのちょう
架線側とトロリ線側を同時に水平方向に加振することが
必要であるため，新たに振動試験機を製作した（図 13）。
　対象コネクタの取り付け位置（1H～2H）における加
振振幅は，表 2より 35mm（260km/hを想定）である。
安全側の試験とするためには，鉛直振動試験と同様に，
ひずみが最大となるコネクタ高さと加振周波数を選定す
る必要がある。図 14は，コネクタモデルに対して水平
振動試験を模擬した振動を入力した際の，最大ひずみの
周波数特性の解析結果である。架線周波数範囲 1.1～
2.9Hz（表 2参照）において最大ひずみとなるのは，高
さ 1425mmのコネクタ（周波数 1.8Hz）であったので，
試験用コネクタの高さは 1425mm，加振周波数は 1.8Hz
を選定する。
　架線水平振動は，1回の列車通過によって，ある程度

の時間，継続し振動回数は架線条件や列車速度などで異
なるため，これを基準に加振回数を定めるのは困難であ
る。そこで，水平振動試験の加振回数は，一般の振動試
験において実用上十分な上限値と考えられている 107回
以上とした。

6．実際のコネクタを用いた提案試験方法の確認

　本章では，上記で提案した試験を実際のコネクタに対
して実施し，現場でのコネクタの断線状況と試験結果が
整合するかを確認した結果を示す。ここでは，前章と同
じく整備新幹線用コネクタを 1H ～2H間に取り付ける
ことを想定し，図 11の試験実施フローに従って振動試

図11　試験実施フロー

図12　試験条件の選定（鉛直振動試験）

図13　コネクタ水平振動試験機

図14　試験条件の選定（水平振動試験）
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験を実施した。表 3に，前章で定めた試験条件を示す。
なお，両試験とも，試験に使用したコネクタの個数は 1
個である。
　まず，鉛直振動試験の結果を述べる。図 15（a）に試
験機に取り付けた状態のコネクタを，図 15（b）に試験
結果を示す。2×106回加振した結果，リード線に素線
切れは発生しなかった。これより，対象コネクタを 1H
～2H間に取り付ける場合，同コネクタは架線相対変位
によって疲労破断しないと考えられる。対象コネクタが
架線相対変位で破断したという事例は，これまでに報告
されておらず，今回の試験結果はこれと整合する。
　次に，水平振動試験の結果を述べる。図 16（a）に試
験機に取り付けた状態のコネクタを，図 16（b）に試験
結果を示す。水平振動試験の結果，対象コネクタは 107

回の加振到達前（68.7万回）にリード線が全破断した。
これより，対象コネクタを 1H～2H間に取り付ける場
合，同コネクタは列車速度やコネクタ高さの条件が合致
したときに疲労破断する可能性があると考えられる。こ
のことは，対象コネクタが共振で破断した事例4）が報告
されていることと整合する。
　以上より，本試験の結果は実設備におけるコネクタの
被害状況と整合することが確認された。よって，本試験
を実施することにより，コネクタの実用上の疲労耐久性
を評価できると考えられる。

7．まとめ

　コネクタの疲労耐久性を適切に評価するため，コネク
タの 2つの疲労要因である架線相対変位と共振に着目
し，それぞれに対応する鉛直振動試験と水平振動試験か
らなる振動試験方法を提案した。主な結果は以下のとお
りである。
（1） 鉛直振動試験について，架線－パンタグラフ系シ

ミュレーションを用いてコネクタ取り付け位置に

応じた架線相対変位の振幅と周波数の関係を把握
し，加振条件を設定するための関係式を提案した。

（2） 水平振動試験について，架線構造解析により水平
方向の架線振動波形を把握し，径間内位置に応じ
た加振振幅および架線周波数範囲を提案した。

（3） コネクタのひずみ周波数特性と架線周波数範囲を
用いて，架線振動に対してひずみが最大になる試

図15　鉛直振動試験の様子

図16　水平振動試験の様子

表3　試験条件
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験コネクタ高さの選定方法を提案した。
（4） 上記試験方法の実施フローを作成した。さらに，

実際のコネクタに対して同試験を実施し，学会等
で報告されているコネクタの断線状況と試験結果
が整合することを確認した。
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1．はじめに

1. 1　背景と目的
　鉄道の運転士は様々な異常事象に対応することが求め
られており，この対応力を向上させるために運転シミュ
レータを用いた訓練が行われている1）2）。鉄道総研は，
運転シミュレータを活用した訓練方法として，発生した
異常事象に迅速・的確に対応することに焦点を当てた異
常時対応能力向上プログラム3）4）を提案した。また，「シ
ミュレータ運転体験後に，運転中の操作や心理状態につ
いて思い出すこと」を振り返りと呼び，訓練運転中に撮
影された自身の映像と走行速度や運転操作等の運転デー
タを見ながら異常時の対応を振り返る機能（振り返り支
援システム）5）6）を開発した（図 1）。
　一方で，運転中に発生する異常事象をいかに素早く発
見するかに着目すると，運転士の視線配分のあり方が重
要だと考えられる。乗務員の教育や訓練での指導にデー
タを使った客観的な説明をすることは効果があることが
わかっており5）7），視線配分においても「シミュレータ
運転体験後に，客観的な視線配分データ（注視対象物や
注視時間）に基づいて，運転中の視線配分を振り返るこ
と」が有効であると考えられる。そこで本研究では，運
転士に負担をかけることなく視線を計測する方法につい
て検討し，訓練受講者の視線配分データを訓練運転直後
にフィードバックするシステムを開発した。なお，本論
文では，「訓練受講者に，行動の内容や結果を知らせ，
関連する知識を与えること」を「フィードバック」と呼
ぶこととする。

1. 2　視線配分に関する先行研究の調査
　鉄道分野では運転士の視線配分に関して，古くから研
究されてきた。鉄道総研の人間科学研究部の前身である
鉄道労働科学研究所において，水田ら8）は，在来線の普
通列車を運転中の視線配分を算出した。その結果，車外
は約 80%，車内機器は約 15%，その他は約 5%であった。
車外のうち前方は約 50%，信号は約 25%，その他は約
25%であった。一回あたりの注視時間は 0.5～0.9秒が
多く，短時間のスキャニングが行われていることを示し
た9）。水田ら10）は，列車の運転状況と視線配分の関係を
分析し，運転制限速度まで余裕のある状態では速度計へ
の注視頻度は低くなること，車外への視線配分は線路環
境，特にカーブの多少，左右方向の見通しの状況などに
よって影響を受けやすいことを示した。伊南ら11）は，貨
物列車を運転している時の視線配分を調査し，車内機器
に向けられる注視時間が長いこと，ノッチ扱いやブレー
キ扱いの際に電圧・電流計や圧力計に対して長い時間の
注視が行われることを明らかにした。また，西日本旅客
鉄道株式会社の安全研究所においても，西本ら12）は，運

運転士の視線配分データフィードバックシステムの開発
鈴木　大輔＊　　菊地　史倫＊　　小池　隆治＊＊

Development of a Gaze Distribution Data Feedback System for Train Drivers

Daisuke SUZUKI　　Fumitoshi KIKUCHI　　Takaharu KOIKE

　This study aimed at developing gaze data feedback system for conducting a driving simulator training using 
quantitative gaze data of train drivers. The system can preset driving scenes to efficiently instruct trainees within 
a limited training time. The system can also to compare trainees with experts on face direction and gaze data 
graphs to clarify the characteristics of traineesʼ visual search. In addition, the system can visualize the gaze data 
and clearly show the objects that trainees were looking at while driving. An instructor from a railway company 
tried the system and gave it a positive evaluation as a training tool for traineesʼ visual search.
キーワード：視線配分，注視行動，フィードバック，振り返り，運転シミュレータ，訓練

図1　振り返り支援システムの画面例
（上方，側方，後方からのカメラ映像と車外映像）

 
＊　　人間科学研究部　人間工学研究室
＊＊　株式会社エモヴィス
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転士の視線配分を分析した。その結果，車外は約 85%，
速度計・時刻表・時計等は約 15%であった。車外のう
ち前方は約 65%，信号は約 10%，標識は約 10%，その
他は約 15%であった。しかしながら，これらの運転士
の視線配分に関する研究の目的は運転台設計等への活用
であり，運転中の視線配分に関して，データを用いた訓
練については検討されてこなかった。
　鉄道総研において，筆者ら13）14）は，運転シミュレー
タにおける走行速度の異なる 2つのシナリオ（高速と
低速）を対象に，運転中に前方に発生した異常事象を発
見できた運転士と発見できなかった運転士の視線配分を
比較した。その結果，発見できた運転士は高速走行では
比較的遠くの正面を長い時間注視していることが多く，
前方を奥行方向に深く見ていると考えられた。低速走行
では比較的近くの注視点の移動範囲が広く正面以外にも
風景や線路を注視していることが多く，前方を左右方向
に広く見ていると考えられた。
　他の交通分野においては，初心者と熟練者による視線
配分の違いについて検討されてきた。永田ら15）は，自
動車の運転者を対象に，初心者と熟練者の低速走行時の
視線配分を比較した。その結果，初心者より熟練者の方
が左右方向の注視範囲が広いことを示した。また，佐
藤16）は一般道を運転中のドライバの注視点と周辺視情
報処理について測定し，熟練者は片側一車線の道路では
前方に中心視をすえて周辺の情報は周辺視で処理する視
覚探索を用いて運転していること，片側二車線道路や市
街地では他車の動き等に注意を払うために広い範囲に注
視点が分布していることを示した。片山ら17）は，二輪
車のライダーを対象に，初心者と熟練者の視線配分を比
較した。その結果，初心者の特徴として，同一対象物を
繰り返し見る回数が少ないこと，遠方を注視する回数が
少ないことを示した。
　このように，初心者と熟練者の視線配分は異なると
いった研究結果が数多く報告されている。初心者を熟練
者に近づけるための訓練方法については，初心者に自身
の視線配分データをフィードバックし，自身の視線配分
について振り返りながら熟練者との違いを教育すること
が考えられる。

1. 3　データを用いた振り返りに関する先行研究の調査
　データを用いた振り返りの訓練効果については，運動
学習の分野で研究されてきた。小澤ら18）は，鉄棒運動
を対象に，運動直後に自身の映像を見たグループと見な
かったグループを比較した。その結果，自身の映像を見
たグループは習得率が高く，自己評価と教師による評価
の差も小さいことを示した。自身の映像を見ることによ
り正確に自身のフォームや動きを認識できるようになっ
たと考えられている。村山ら19）は，フライングディスク・

サイドアームスロー（プラスチック製の円盤を横投げで
投げる動作）を対象に，映像の即時フィードバックの有
無による技術向上について比較した。その結果，フィー
ドバックを行った群において，課題（ディスクが地面と
水平になって飛ぶ）の成功回数が多くなり，技術向上の
効果が確認された。賀川20）は，カヌー競技を対象に，
運動技能習得のためデジタル・コンテンツを利用して動
画をフィードバックした。その結果，フォームの改善や
コース取り等，技能習得に関する効果が認められたと報
告している。杉山ら21）は，バスケットボールを対象に，
ミドルシュートの成功率が高い選手の視線配分を成功率
が低い選手に映像で提示した。その結果，成功率が低かっ
た選手の視線配分は成功率が高い選手に近づき，成功率
も向上したと報告している。しかしながら，データを用
いた振り返りの効果について，運動技能の習得に関して
は数多く検討されているものの，視線配分についてはバ
スケットボールの例のみであり，運転中の視線配分を対
象とした検討はなされていない。

2．�視線配分データフィードバックシステムの
作成

　視線配分データを用いた訓練を実現するために，訓練
運転中に計測した視線配分データを，訓練運転直後に訓
練受講者にフィードバックするシステム（視線配分デー
タフィードバックシステム）を開発した。視線配分デー
タフィードバックシステムは，「視線計測・注視対象物判
定機能」と「視線配分データ集計・表示機能」からなる。

2. 1　視線計測・注視対象物判定機能 22）

　視線の計測には EMR ACTUS（株式会社ナックイ
メージテクノロジー製）を使用した。EMR ACTUSは 2
台のカメラで頭部と眼球を撮影し（図 2），キャリブレー
ションをせずに非接触で視線を計測できることを特長と
する。運転現場の訓練で視線配分データを収集するため
には，運転士に負担をかけずに視線を計測することが重
要である。また，普段の運転と同様の視線配分データを
収集するためには，視線を計測されていることを運転士
に意識させないことも重要である。さらに，運転現場で
のシミュレータ訓練は時間が限られているので，キャリ
ブレーション等に時間を割かずに効率的に視線配分デー
タを収集する必要がある。これらの点を考慮し，キャリ
ブレーションをせずに非接触で視線を計測できる手法を
用いた。
　視線計測の範囲は装置の性能を考慮し，運転シミュ
レータの前方画面内とした。鉄道の運転中は前方だけで
なく，運転室内の速度計や時刻表の注視が重要となる場
合も想定される。そこで，頭部映像の画像解析により，
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頭部の回転と傾き量を算出し，それらをもとに顔向き
（前方，時刻表，速度計，運転台手元）を判定すること
とした（図 3，図 4）。
　顔向き判定の閾値を定めるために，運転操縦中の顔向
きを計測する実験を行った。参加者は鉄道総研の職員 4
名（男性 2名，女性 2名）であった。運転シミュレー
タの一駅間を運転中に「時刻表」，「速度計」，「運転台手

元」を見るよう所定のタイミングに口頭で指示した。一
駅間で，指示はそれぞれ 2回であった。口頭の指示によ
り顔を向けた「時刻表」，「速度計」，「運転台手元」の顔
向き角度のデータをもとに，顔向き判定の閾値を定め，
顔向きを判定した。参加者の属性と顔向き判定の結果を
表 1に示す。「時刻表」，「速度計」，「運転台手元」につ
いて，画像解析により顔向きを判定できることを確認し
た。ビデオ映像と顔向き判定結果を比較し，画像解析に
よる顔向き判定は，ビデオ映像による顔向きと概ね一致
していることを確認した。
　顔向き判定により，前方画面内と画面外（時刻表，速
度計，運転台手元）を判別したうえで，前方画面内に顔
が向いている際には，前方画面上での視線の位置を計測
し，注視点を抽出した。また，キロ程が同じ場合，前方
風景（信号機などの画面上での位置）も同じになること
が鉄道運転の特徴であることから，キロ程ごと（0.1m
刻み）に各オブジェクト（信号機など）の前方画面上で
の座標を計測し，オブジェクトエリアデータを生成し
た。オブジェクトエリアデータの生成には，OI-Editor
（株式会社エモヴィス製）を使用した。表示されている
動画映像上で任意の対象物の矩形を指定した後，物体追
跡処理により映像の再生とともに連続した矩形座標デー
タを出力した。出力するデータには映像上のフレーム情
報を付与し，運転シミュレータのログファイルのキロ程
情報と照合して，キロ程ごとのオブジェクトエリアデー
タを生成した（図 5）。物体追跡のために，元の映像は
逆転再生させた。
　訓練運転終了後に各オブジェクトのエリアデータと各
注視点の前方画面上での座標データを照合し，注視対象
物を判定した（図 6）。事前に生成したキロ程ごとのオ
ブジェクトエリアデータを用いることにより，訓練受講
者が運転中に注視していた対象物を自動で判定できるこ
とを確認した。

2. 2　視線データ集計・表示機能
　運転シミュレータから出力される運転データ（キロ
程，走行速度，力行ノッチ，ブレーキノッチ），顔向きデー
タ，視線データを整理し，統合データを作成する。キロ

図2　撮影された頭部と眼球の様子
（文献 22）から引用）

図3　顔向き判定のエリア

図4　頭部の回転・傾き量から顔向きを推定
（文献22）から引用）

表1　参加者の属性と顔向き判定結果
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程ごとに複数の運転士を比較できるようにキロ程をデー
タ統合の基軸とした。
　視線配分データフィードバックシステムの画面例を図
7に示す。視線配分データフィードバックシステムの画
面は，「（1）運転場面指定エリア」，「（2）グラフエリア」，

「（3）動画エリア」の三つで構成されている。
2. 2. 1　運転場面指定エリア
　運転場面指定エリアでは，駅進出や踏切通過等，あら
かじめ設定しておいた指導するべき運転場面を指定でき
る。実際の運転士の定期訓練では，例えばシミュレータ
訓練の時間が 60分で訓練運転が 40分程度の場合，視
線配分データを用いた振り返りの時間は 20分程度しか
取れないことが想定される。そのため，記録した動画を
全て再生して振り返りを行うことは難しい。運転場面指
定エリアであらかじめ指定しておいた指導するべき運転
場面を呼び出しながら指導することで，少ない時間でも
漏れなく効率的に振り返りを行うことができる。
2. 2. 2　グラフエリア
　グラフエリアでは，顔向きデータと視線データが集計さ
れ，他の運転士と比較することで訓練受講者の特徴を把
握することができる。例えば，顔向きデータから前方風
景や計器を見ている割合が高い／低い傾向があるといっ

図6　注視対象物の判定イメージ

図7　視線配分データフィードバックシステムの画面例

図5　矩形座標データの生成
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たことがわかる。また，視線配分データから前方風景の
中で，信号機や踏切特発，踏切等を見た回数が多い／少
ない，あるいは通過する直前まで見ていたかといった傾
向を把握できる。
2. 2. 3　動画エリア
　動画エリアでは，視線の可視化を用いて訓練受講者を
指導できる。例えば，同じキロ程での訓練受講者の視線
と指導操縦者の視線をボタン操作で瞬時に切り替えるこ
とができるので，全く同じ風景の中で見ているものの違
いをわかりやすく示すことができる。

2. 3　�視線配分データフィードバックシステムの使用イ
メージ

　視線配分データフィードバックシステムの使用イメー
ジを指導操縦者のデータを比較用データにする場合を例
に説明する。まず，列車遅延や通告等の訓練シナリオを
作成し，比較用データとする指導操縦者に運転してもら
う。運転してもらった指導操縦者に，前方注視で気をつ
けている点をヒアリングする。例えば，カーブ直後に踏
切特発を見る等である。ヒアリング結果を参考に振り返
りで指導するべき運転場面を設定する。例えば，踏切特
発から踏切通過まで等である。また，それぞれの運転場
面で比較したい注視対象物を選定する。例えば，出発信
号機，ホーム旅客，踏切特発，踏切，標識等である。
　次に，訓練受講者に運転してもらい，訓練運転直後に

視線配分データをフィードバックして，振り返りを行う。
例えば，カーブから踏切通過までに，指導操縦者は踏切
特発をよく見ているが，訓練受講者は見る回数が少ない
等である。この後，視線の可視化をもとに指導する。前
方風景に視線を可視化した例を図 8に示す。同じ風景の
中で見ていたものを比較すると，訓練受講者は踏切特発
を確認せずに信号機と曲線の先のみを見ていたのに対し
て，指導操縦者は踏切特発もしっかり確認できていたこ
とがわかる。このように視線移動の傾向を把握したうえ
で，可視化された視線データで具体的な改善点を指導す
ることができる。

3．�視線配分データフィードバックシステムの
有効性評価

　視線配分データフィードバックシステムの有効性を確
認するために，視線検知システム付き運転シミュレータ
を訓練に使用している鉄道会社 Aの運転現場 1箇所に
視線配分データフィードバックステムを設置し（図 9），
シミュレータ訓練に関わる指導員等が試用し，4名に対
して訓練での活用等のヒアリングを行った（図 10）。そ
の結果，本システムは「運転士の視線について今までに
できなかった指導ができるツールである」，「データに基
づいたより説得力のある指導ができる」，「キロ程での集

図8　動画エリアに表示される視線の可視化の例

図9　設置された視線計測装置

図10　�視線配分データフィードバックシステムの試用
風景
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計で効率的に指導できる」といった肯定的な意見が得ら
れた。

4．おわりに

　本研究では，視線配分データを用いた訓練を実現する
ために，訓練運転中に計測した視線配分データを，訓練
運転直後に訓練受講者にフィードバックするシステム
（視線配分データフィードバックシステム）を開発した。
視線配分データフィードバックシステムを用いることに
より，あらかじめ設定しておいた指導するべき運転場面
を指定でき，限られた訓練時間内で漏れなく効率的に
データを用いた振り返りを行うことができる。また，顔
向きデータと視線配分データのグラフにおいて，指導操
縦者等と比較することにより訓練受講者の視線配分の傾
向を把握できる。さらに，視線配分データが可視化され
た動画により，全く同じ風景の中で見ているものの違い
をわかりやすく示すことができる。本システムを鉄道事
業者の運転現場で試用したところ，シミュレータ訓練に
関わる指導員から肯定的な評価を得た。
　実際の訓練での使用方法や訓練シナリオ毎の視線配分
データのフィードバック方法等については，今後，さら
に検討する必要がある。

付　記

　本論文の内容の一部は，文献 22において発表した。
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